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図 3.2.13 年超過確率 1/25 の高潮偏差（上：現在気候、下：将来気候実験） 
気象研究所全球気候モデル（MRI-AGCM 20km）、SRES A1B シナリオを利用。 
現在気候は 1979-2003 年、将来気候は 2075-2099 年。出典：安田ら、2011 

 

  

コラム 17 深層崩壊について 

 

深層崩壊とは、山地及び丘陵地の斜面の一部が表土層

（風化の進んだ層）だけでなく、その下の基盤まで崩壊

する現象であり、崩壊規模が比較的大きいものをいう。

深層崩壊は、土砂災害の中でも発生頻度が低いが、平成

20 年岩手・宮城内陸地震や、平成 23 年台風第 12 号によ

る紀伊半島における河道閉塞等、大きな被害を引き起こ

すことが多い。 
 深層崩壊の危険度は、地盤の状態と豪雨の影響との重

ねあわせで決まるため、その両者の評価が必要となる。

右図は、平成 22 年 8 月に国土交通省から公表された「深

層崩壊推定頻度マップ」で、これは過去の深層崩壊発生

箇所と地形・地質条件との関連を統計的に分析したもの

である。もともと地盤の状態から危険度が高い場所では、

気候変動によって降水量が増加すると、深層崩壊のリス

クがさらに増す可能性がある。 
 
 

                      

上図：深層崩壊推定頻度マップ 出典：国土交通省、2010b 
●：深層崩壊発生個所、推定頻度が■特に高い／■高い／■低い／■特に低い 

 
 

左図：表層崩壊と深層崩壊の模式図 提供：国土交通省 

 
 

 
 
 



43 
 

３．２．４ 自然生態系 

 

（１）現状 

①森林 

筑波山では、落葉広葉樹が減少し、温暖な地域

に分布する常緑広葉樹が増えている63)。筑波山南

斜面には老齢な天然林が残り、中腹にアカガシ

（図 3.2.14）が優占する常緑広葉樹林、標高約

700mから山頂(876m)にブナが優占する落葉広

葉樹林が広がっている。 
1975 年と 2005 年の空中写真（図 3.2.15）を

用いて常緑広葉樹の分布図を作成・比較したとこ

ろ、すべての標高で常緑広葉樹の増加が認められ、

過去 30 年間に落葉広葉樹から置き換わったこと

が示された。筑波山の南斜面の森林は極相林18で

あると考えられるため、この森林変化は、気温上

昇の影響である可能性が高いと考えられている。 
八甲田山系では、オオシラビソ（図 3.2.16）の

分布について、1967 年と 2003 年の航空写真を

用いた解析が行われた124)。その結果、標高 1000m
以下の区域で密度の減少が見られた一方、1300m
以上で増加していた。この変化も、気温上昇に伴

う変化であると推定される。 
 
②昆虫 

暖かい気候を好み、東南アジアに広く分布する

ナガサキアゲハ（図 3.2.17）の分布北上が、冬季

の気温上昇と強い関連があることは報告されて

いた33)。環境省が 2008 年から開始した市民参加

型の調査17)によっても、1998 年までの分布と比

較すると、日本海側の分布は大きく変わっていな

いものの、太平洋側で分布の北限が愛知県南部か

ら茨城県･栃木県へと移動し、北へ分布が拡大し

ていることが明らかになった。また、この市民参

                                                      
18 極相林：樹種の構成がほとんど変化しない状態（平衡状

態）に達した森林のこと。 

加型調査によれば、暖帯から熱帯域にかけて広く

分布し日本が分布の北限となるツマグロヒョウ

モンについても、1980 年代までは近畿地方より

西に分布していたが、その後北上を続け、関東地

方での定着が確実となり、2000 年までの分布確

認では記録されていなかった岩手県、宮城県、福

島県と茨城県北部からも確認報告があった。 
 

 

図 3.2.14 気温上昇による分布拡大が確認され

たアカガシ 写真提供：福井聡 

図 3.2.15 筑波山の空中写真における南斜面

125ha プロットと常緑広葉樹の樹冠(緑) 

出典：田中ら、2012 

図 3.2.16 気温上昇により分布域が高地へ移行

するオオシラビソ 写真提供：中静透 

 

 

気候変動による動植物への影響は既に現

れており、植生の変化、野生哺乳類の増加

や分布拡大、一部昆虫類の北上、サンゴの

白化や群集変化等が確認されている。将来

は、このような影響がさらに進行すること

が予測されている。 
気候変動による生物多様性への影響を特

定することは難しい。このため生物多様性

の監視体制の取組が進んでいる。 
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図 3.2.17 気温上昇により分布域が北上しつつ

あるナガサキアゲハ (●2010 年度、●2009 年度) 
地図は環境省17)、写真提供：伊丹昆虫館 

 
③哺乳類 

近年、ニホンジカやイノシシなどによる農作物

等への被害が広がっており72)、ニホンジカ（図

3.2.18）については、木々の食害やそれに伴う森

林生態系への影響、下層植生の消滅による表土流

出等の可能性も指摘されている90)。こうしたニホ

ンジカやイノシシの分布には拡大傾向がみられ

（図 3.2.19、図 3.2.20）、その要因として、山村

地域の人口減少、耕作放棄地の増加、狩猟者の減

少等に加え、気温上昇による積雪条件の変化が挙

げられる。 
 ニホンジカやイノシシの分布は、森林の連続性

と積雪が制限要因であることから、温暖化に伴う

積雪域の変化による分布域の拡大が予測されて

いる。栃木県日光市一帯に生息するニホンジカの

越冬地について、1980 年代前半と 1990 年代初

期を比較したところ、多雪地帯である奥日光への

越冬地の拡大が確認された。これは奥日光の積雪

量が 1980 年代以降に減少したことと、冬季の気

温上昇によるものであると推察された89)。 
 
 

 
図 3.2.18 気温上昇が一因で分布を拡大しつつ

あるニホンジカ 写真提供：中静透 

 
図 3.2.19 ニホンジカ分布図 出典：環境省、2012a 
（■：2007-9 年度の拡大範囲、■：分布拡大の可能性が大） 

 

 

図 3.2.20 イノシシ分布図 出典：環境省、2012b 
（■：2007-9 年度の拡大範囲、■：分布拡大の可能性が大） 
 

④鳥類 

日本で越冬するコハクチョウの越冬数は、

1980 年代に入って増加を続け、2008 年には

40,485 羽（1975 年比で約 23 倍）に達しており、

繁殖地や渡り中継地及び越冬地での気温上昇に

よる可能性が高いとする報告がある77)。ただし、

同報告では中継地の一部で行われている給餌の

影響も検討する必要があるとしている。 
環境省が 2003 年度から開始した「モニタリン

グサイト 1000」（コラム 18 参照）の第一期とり

まとめによれば、森林に生息する鳥類群集は、気

候帯や環境によって区分され、それらの区分を説



45 
 

明付ける種として、寒冷な森林に生息するセンダ

イムシクイ、ゴジュウカラ、ヒガラ、比較的温暖

な森林に生息するヤマガラ、メジロ、シロハラ等

が挙げられた。これらの種は、気候変動による環

境変化で分布や個体数が変化する可能性があり、

今後のモニタリング結果が注目されている15)。 
 
⑤海洋生物 

第 2 章で述べたように（図 2.1.12）、太平洋、

大西洋などで海洋酸性化が起きていることが報

告されている。海洋の酸性化は、カルサイトやア

ラゴナイト 19など炭酸カルシウムの殻を形成す

る生物に影響を及ぼすが、その中でもpH の低下

によってより溶解しやすいアラゴナイトの殻を

作るサンゴ等への成長阻害が懸念されている。 
海水温の上昇による生物の分布域の変化や、サ

ンゴの白化、藻場の消失・北上等も確認されてい

る。石垣島と西表島の間に位置する石西礁湖では、

1998 年以降、サンゴの深刻な白化現象（図

3.2.21、図 3.2.22）が増加し、造礁サンゴ類の被

度が低下した。サンゴ白化の原因のひとつとして、

サンゴ内部の褐虫藻が海水温 30℃以上で色素を

失うことは知られていたが、その原因は不明であ

った。近年の研究125)では、色素を失うメカニズ

ムの一部が解明され、高温耐性の褐虫藻を共生さ

せることで白化を抑制させる可能性も示唆され

ている。また、高知県沿岸海域における造礁サン

ゴ群集の分布域は、長期的には顕著に増加した80)。 
 

⑥回遊魚 

サケは、気候変動の影響を顕著に受けていると

する報告がある11)。1980 年代後半～2000 年代は

じめにかけ、シロザケの成長は非常に良かった。

そこでサケの成長と生残、気候変動の様々な要因

を解析したところ、春と秋におけるオホーツク海

の表面の水温が高くなることで、サケの生残率が

高まり、資源量を増やしていることが示唆された。

しかし将来的には、ベーリング海でサケの分布域

が非常に狭くなり、環境収容力20も減少するため、 

                                                      
19 カルサイト、アラゴナイト：カルサイトは方解石、アラゴ

ナイトはアラレ石とも呼ばれる鉱物である。いずれも炭酸カ

ルシウム（CaCO3）から成るが、結晶の形が異なり、pH の

低下に対する影響の受けやすさにも違いがある。 
 
20 環境収容力：ある環境において、そこに継続的に存在でき

る生物の最大量のこと。 

 

図 3.2.21 白化したサンゴ 写真提供：環境省 
 

 
図 3.2.22 石西礁湖におけるサンゴの白化と 

温度との関係 (注 1)「累積白化指標気温」とは、気温か

ら 30℃を差し引いた値の合計を示す。(注 2)1988 年も危険範

囲にあるが、この年はオニヒトデの食害で気温の影響を受け

るサンゴ自体がほとんどなかった。 
出典：環境省、2011b 元図は Okamoto et al., 2007 
 

 

サケの小型化・高齢化が顕著になると予想されて

いる106)。 

 

（２）将来 

①森林 

照葉樹林の分布域の北限及び標高上限の優占

種であるアカガシへの気候変動の影響を評価し

た研究115)では、気候モデルによる 2081～2100
年の気候変動予測をもとに、気候条件、土地利用

の考慮、移動距離の考慮を入れた場合の潜在生育

域が予測された。気候条件のみから推定される潜

在生育域（現在：約 15.1 万km2）は、気温の上

昇に伴い、東北地方など緯度の高い地域や九州、

中国、四国地方の標高の高い地域に拡大し、その

面積は約 17.6 万km2に拡大すると予測される。

一方、土地利用を考慮して自然植生以外の地域を

除いた場合、現在の生育域の面積（約 7.5万km2）

は、気候的潜在生育域の面積の 49.5%と推定され

ている。土地利用を考慮し、かつ現在の潜在生育
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図 3.2.23 気候モデル(MIROC)に基づくアカガシの分布予測図 SRES A2 シナリオを利用。2081-2100 年におけ

る予測。□:潜在生息域ではない、、■、■:潜在生息域 (g): 潜在生育域に土地利用を考慮し、分布移動なしと仮定した場合。

(h)：同、分布移動 1km と仮定した場合。(j)：同、あらゆる場所に移動すると仮定した場合。出典: Nakao et al., 2011 より抜粋 
 

域からの分布移動が今後 100 年間で 1kmである

と仮定した場合は、潜在生育域の面積は約 6.0 万

km2となり、現在より減少すると予測された（図

3.2.23 の(h)）。アカガシは、将来、東北地方を北

上する可能性は低いが、九州、中国、四国地方等

において高標高域へ分布拡大し、ブナなど落葉広

葉樹と徐々に置き換わると推定されている。 
 

②淡水魚 

イワナ類の本州の生息適地は、東北地方から中

部地方までの山間部に広く分布しているほか、中

国地方や紀伊半島の高標高域にも適地が存在す

る。水温が 3℃上昇するとした予測では、中部山

岳以西の西日本の適地はほぼなくなり、東日本の

生息適地は高標高地のみに限られる。北海道の生

息適地は、石狩平野以東や十勝平野などの低標高

の平野部を除く北海道全域に広く分布する。仮に

水温が 3℃上昇すると、石狩平野以西の適地はほ

とんど無くなり、石狩平野以東も石狩山地、日高

山地、知床半島等の高標高地に分断される(図
3.2.24)。 
 

③海洋生物 

海洋の酸性化は、カルサイトやアラゴナイトな

ど炭酸カルシウムの殻を形成する生物に影響を

及ぼすため、気候変動に伴うサンゴ礁の適温海域

への移行を妨げる方向に働くと予測されてい

る133)。海水温と酸性度に着目し、気候変動予測

シナリオを用いて日本沿岸のサンゴ礁の分布域

について将来予測を行ったところ、分布域は北上

するものの、同時に、白化現象の増加域とサンゴ

骨格の形成に適さない酸性化域に挟まれる形と

なった。結果として、日本沿岸の熱帯・亜熱帯サ

ンゴ礁の分布域は、2020～30 年代に半減し、

2030～40 年代には消失すると予測されている

（図 3.2.25、図 3.2.26）。 

図 3.2.24 イワナ類の生息適地 左：現在、 
右：水温が 3℃上昇した場合 出典：環境省、2012c 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.25 熱帯・亜熱帯性サンゴ礁の生息域の 

変化（2000～2030年代） 
SRES A2 シナリオを利用。海水温のみの予測では増加するが
（黒線）、一方で酸性化が進むため生息域は消滅する（破線） 
出典：Yara et al., 2012 より抜粋。 
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図 3.2.26 現在(2000年)と将来(2040、2060、2090年)のサンゴ礁の北限の変化  
SRES A2 シナリオを利用。値は４つの気候モデル（IPSL, MPIM, NCAR CSM1.4, NCAR CCSM3）の平均値を示す。緑線：

熱帯/亜熱帯サンゴ礁の北限、黄色線：温帯サンゴの北限。黒線：サンゴ生息に不適とされる海水温 30℃。メッシュ：酸性度の
指標（アラゴナイト飽和度：スケールバー参照) アラゴナイト飽和度は二酸化炭素が海に溶け込むことで低下し、1 を下回ると
アラゴナイトは溶解する。出典：Yara et al., 2012 より一部抜粋 

コラム 18 生態系のモニタリング 

 

気候変動による生物多様性への影響を特定することは難しい。これは、人間活動や開発、外来種による生

物多様性への影響とも結びつき、複合的に作用する特殊性があることに起因する。そのため、生物多様性の

監視体制(モニタリング)の充実化を図り、影響が深刻化する前の段階から調査研究に着手することが重要であ

る。 
現在、日本のモニタリング機関として、JaLTER 及びモニタリング 1000 の整備が進みつつあり、観測を

通して気候変動の影響と生態系応答の調査研究が行われている。 
 
JaLTER 

学術的あるいは長期の生態学研究を LTER(Long-Term Ecological Research)と呼び、その研究サイトを結

ぶ国際ネットワークが 1993 年に結成された。2006 年には、国際長期生態学研究ネットワーク（ILTER）と

連携する目的で、日本長期生態学研究ネットワーク（JaLTER）が結成され、2007 年に ILTER に加盟した。

現在、森林、湖沼、草原、沿岸域の生態系を含む、15 のコアサイトと 24 の準サイトが参加している。なお、

JaLTER は環境省のモニタリングサイト 1000 にも協力しており、数多くのサイトがモニタリングサイト

1000 に含まれている。 
公式ホームページ：http://www.jalter.org/ 

 
モニタリングサイト 1000 
 国の多様な生態系に 1000 箇所程度のモニタリングサイトを設置し、生態系の指標となる動植物や基礎的

な生態系の情報を 100 年以上にわたって蓄積し、生態系の重大な変化を早期にとらえ、迅速な保全施策に資

することを目的としたものである。2003 年から、環境省自然環境局生物多様性センターが中心となって開始

した。 
公式ホームページ：http://www.biodic.go.jp/moni1000/index.html 

 
なお、地球規模・地域(アジア域等)・国別にまたがる生物多様性観測ネットワークとして、GEO BON 

(Biodiversity Observation Network) 、AP-BON (Asia-Pacific..)及び、国別 BON(日本は J-BON)がある。こ

のうち、AP-BON は、リモートセンシング、生態学的プロセスの調査研究、種/遺伝子レベルの 3 レベルで観

測を行い、多様性保全に関する政策に資することを目指している。2012 年 8 月には、AP-BON の観測結果

が AP-BON ブック第 1 巻として出版された。 

アラゴナイト飽和度 
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３．２．５ 食料 

 

（１）現状 

①水稲 

高温障害に関する調査等から、心白粒、乳白粒

など白未熟粒は出穂後約 20 日間に日平均気温が

26～27℃以上になると発生が増加し、胴割粒は

出穂後10日間の最高気温が32℃以上の条件で発

生が増加するなど、登熟期間の気温によって大き

な影響を受けることが知られている。記録的な高

温となった 2010 年は、登熟期間の平均気温は各

地とも平年値を上回り、28～29℃に達した地域

が多かった。米の内部が白く濁る白未熟粒の発生

が多発し、一等米比率の著しい低下が各地で見ら

れた(図 3.2.27)。また、北海道を除いて全国的に

品質低下が著しく、特に北陸や北関東の一部の県

での影響が大きかった。品種別に見ると、高温耐

性品種（水稲では登熟期の高温に対する耐性を有

する品種）が、従来品種と比較し品質低下の割合

が小さかったことが報告されている73)。 
 
②小麦 

2010 年北海道の秋まき小麦は、平年比 65％と

いう大幅な減収であった。要因として、春季の低

温による穂数や穂長などの増加と、夏季の高温に

よる登熟期間の短縮があげられている70)。これは、

単に平均的な気温上昇ではなく、季節による変動

幅の大きさの違いが、作物生育・収量に大きな影

響を与えることを示唆しており、今後十分に考慮

する必要がある。 
 
③果樹 

夏季の高温・少雨が果樹生産に及ぼす具体的な

影響として、強い日射と高温による日焼け果の発

生、高温が続くことによる着色不良等が知られて

いる。全国的に記録的な猛暑となった 2010 年の

夏は、高温・少雨により、各地でこれらの影響が

平年より多く発生した。うんしゅうみかんの主産

県の多くで日焼け果の多発、うんしゅうみかんと

中晩かん類で梅雨前後の乾燥による生理落果や

肥大・減酸の抑制がみられた。りんごでは、主産

県の多くで日焼け果の発生や着色不良、ぶどうで

も着色不良、果粒の軟化・萎れがみられた。 
また、モモ等の落葉果樹は、比較的温かい地域

でも凍害発生が報告されている。果樹が冬に向か

う際に（低順化期）気温が高めに推移すると、耐

凍性が発揮できず強い冷え込みに被害を受けた

り、脱順化期に気温が高く推移すると、成長を開

始し耐凍性が弱まり、その後の寒気による凍害発

生の危険性が増大するとの報告がある57)。 
 

 
図 3.2.27 2010年産水稲の作況、品質の状況 

日本地図は県別水稲作況指数（地図内の県別の数値）、一等米
比率（県別の色）。各地域の枠内の数値は 2010 年の一等米比

率（上段）と過去 5 年間平均値からの偏差（下段）。農林水
産省資料より作図（渡邊、2012）。 
 

④畜産 

家畜生産の適温域はおおよそ、乳用牛（搾乳

牛・ホルスタイン種）0～20℃、肥育牛（去勢）

10～15℃、成豚 5～20℃、採卵鶏（白色レグホ

ン）13～28℃、肉用鶏（ブロイラー）19～23℃
である。記録的暑夏であった 2010 年夏の暑熱に

よる家畜の死亡・廃用頭羽数被害は、畜種の種

類・地域を問わず、前年より多かった。暑熱環境

下では、牛乳生産量の低下（図 3.2.28）や人工授

精による受胎率の低下（図 3.2.29）がおこり、酸

化ストレスの進行が要因の一つとされている。 

北海道

88.0%
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東北
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-14.1%

関東

75.0%

-14.9%

北陸
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東海
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-32.5%
近畿

35.6%

-32.4%

中国・四国

36.1%
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沖縄
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+23.8%
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35.2%
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全国

62.0%

-17.6%

気候変動が農林水産業に及ぼす影響は、

地域や作物種、動物種によってさまざまで

ある。大気中の二酸化炭素濃度の上昇は、

作物の光合成を活発にし、収量を高める効

果がある一方、温度の上昇による作物の生

育期間の短縮や高温障害、品質低下、生育

適地の変化などが懸念されている。我が国

の農林水産業への気候変動の影響として

は、水稲の高温障害、果実の着色不良、冬

季の低温不足による発芽・開花障害、若木

の凍害、家畜の体重変化や乳生産量の低下

などが報告されている。 
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図 3.2.28 牛乳生産量の月別割合の推移 

（2010年）提供：農業環境技術研究所 

平成 22 年度牛乳乳製品統計より作成 

図 3.2.29 牛の人工授精による受胎率の 

季節変化（2010 年）提供：農業環境技術研究所 

平成 22 年度家畜改良事業団調査報告－九州地区より作成 
 

⑤農業昆虫 

気候変動は、害虫の分布域の変化を通しても農

業に影響を与える。ミナミアオカメムシは、イネ、

ムギ、ダイズなど 32 科 145 種の植物を寄主とす

る害虫であり、1960 年代の分布域は、西南暖地

の太平洋岸に限られていた。しかし、近年西日本

の広い地域から関東の一部にまで分布域が拡大

していることが明らかとなってきた(図 3.2.30)。
本種の生息域は、1 月の平均気温が 5℃以上の地

域とされており、気温上昇によりその北限が北上

している88)。 
気候変動が水田動物群集に与える影響を、世代

数の増加(気温上昇により世代更新が早まること)
に着目して検討を行った研究例がある35)。年平均

気温 15℃の関東地方で月平均気温が 2℃上昇し

たと仮定して、年間世代の増加を推定式によって

求めた結果、クモ類は温度上昇への反応が鈍く世

代数の増加は起こらない一方、寄生性の天敵や捕

食者昆虫は、1～3 世代の増加が予想された。ま

た、害虫のヨコバイ類、カメムシ類等は、0.5～1
世代の増加が見込まれるだけで、天敵類に比べ増

加世代数は少ない結果が得られた。これに対して、

斑点米カメムシ類の一部（カスミカメムシ類）及

び海外から飛来するウンカ類は、世代増加の可能

性が 2 世代弱と大きく、気候変動による発生量増

加が懸念される。近年、イネ縞葉枯病ウイルスを

媒介するヒメトビウンカの海外飛来も確認され

ており、ウンカ類の発生動向には注意する必要が

ある。 
 

⑥水産 

気候変動にともなって瀬戸内海においても冬

季の水温が上昇し、1990 年代後半に入ると、熱 

 
図 3.2.30 ミナミアオカメムシの分布状況 

●：1960 年代の分布域 ●：2001 年以降に確認された府県  
農林水産省・病害虫発生予察特殊報などから作図 

 

帯性の有毒プランクトンの出現が新たに確認さ

れている65)。Alexandrium tamiyavanichiiは、

麻痺性貝毒の原因渦鞭毛藻で、日本では 1988 年

に初めて相模湾油壼において確認された（図 3.2.
31）。その後、1997、1998 年に沖縄県の塩屋湾

で増殖し、これを摂食したミドリイガイが毒化し

た。瀬戸内海でも 1997 年に初記録され、1999
年にカキ、ムラサキイガイ及びアカガイの可食部

から、それぞれ本種による麻痺性貝毒が検出され

た。2001 年には瀬戸内海のほぼ全域で出現し、

以後、瀬戸内海では毎年のように確認されている。

このプランクトンは、海水温が 15℃以下になる

と死滅することから、冬季は海底泥中でシスト

（休眠細胞）として生存し越冬していると考えら

れており、冬季の水温上昇によっては、シストの

生残率が高まって出現頻度が増加し、貝毒が発生

しやすくなると懸念されている。 
第 2 章（図 2.1.13）でも示したように、日本周

辺の海面水温は長期的にみると上昇しており、と

りわけ日本海中部では上昇率が大きい（100 年あ
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たり 1.72℃の割合）。このような日本海の水温上

昇は、漁業資源へも影響を与えている。サワラは、

体長 1m に達するサバ科の暖海性種で、主に東シ

ナ海や瀬戸内海で漁獲されてきた。ところが、日

本海の夏～秋季の水温が上昇した 1990 年代後半

以降は、日本海での漁獲量が急増し、2006 年以

降では、若狭湾沿岸域の京都府または福井県の漁

獲量が日本で最も多くなっている（図 3.2.32）。 

 

   
図 3.2.31 Alexandrium tamiyavanichiiの栄養

細胞 A は連鎖形成、B は形成シスト 
出典：長井ら、2008 より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サワラ 

Scomberomorus niphonius 

図 3.2.32 日本海におけるサワラの漁獲量の変

化と京都府沿岸域におけるサワラの漁獲風景 
出典：木所・戸嶋、2012 に我が国周辺水域の漁業資源評価（水

産庁・水産総合研究センター、2012）を加えて作成、サワラ
の漁獲風景は京都府海洋センター提供資料 
 

一方、スルメイカ（秋季発生系群）は、資源水

準が高水準を維持しているものの、日本海の水温

上昇による分布の北偏化とともに、水温の高い夏

～秋季に本州沿岸域では漁場が形成されにくく

なった。その結果、夏～秋季の本州日本海沿岸域

では、1990 年代後半以降、漁獲量が大きく減少

（95%以上）した地域も見られる108)。 

（２）将来 

①水稲 

現在より約 200 ppm 高い二酸化炭素濃度下

（平均 584 ppm）の実験区と、現在の二酸化炭

素濃度の対照区において水稲を栽培したところ、

収量は 16％増加したものの、整粒率（未熟米、

割米を除いた整った米粒の割合）は 17％低下し、

多数の白未熟粒が発生した。高温条件ではコメの

外観品質の低下だけでなく、高二酸化炭素濃度条

件が高温障害を悪化させることが明らかになっ

た（図 3.2.33）。 
寒冷地の稲作については、過去 70 年間の日本

各地の気温は、年平均では昇温傾向が認められる

が、夏の昇温量は、他の季節に比べて特に北日本

では小さい。この知見に基づいたシナリオ（春は

昇温し夏は昇温しない）での影響をモデルで解析

した結果、品種や作期を変更しない条件では、春

の昇温により発育ステージが前進し、障害型冷害

のリスクが高まることが予測された53)。 
 

②畜産 

気候変動が日本における家畜の生産性に及ぼ

す影響を評価した研究87)によると、家禽につい 
 

 

 
図 3.2.33 高二酸化炭素濃度がコシヒカリの玄米
品質に与えた影響(上）と二酸化炭素 濃度・温度・
施肥水準がコシヒカリの整粒率に与えた影響(下) 
出典：農業環境技術研究所、2011 を改変 原著は長谷川ら、

2011 
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 現在 2060年代 

8

月 

  

 
図 3.2.34 現在及び 2060年代における家禽の産

肉量の予測（月平均気温 23℃以下の増体日
量と比較した低下割合） 

気候変化メッシュデータ134)を使用した予測値。ブロイラーを
23、28 及び 33℃で、一定期間飼育後、産肉量を測定。23℃
の産肉量を 100 としたときの 28 及び 33℃区の相対値を

求め、環境温度との間の関係式を導出し、産肉量が 5 及び 
15％低下する気温を、27.2℃、30.0℃と推定し、気候メッシ
ュ値を色分け。出典：山崎ら、2006 より抜粋。 
 
 現在 2060年代 

8

月 

  

 
図 3.2.35 現在及び 2060年代における肥育豚の

増体日量の予測（月平均気温 23℃以下の増
体日量と比較した低下割合）  

気候変化メッシュデータ134)を使用した予測値。肥育去勢豚を、
23℃、28℃、30℃及び 33℃で、一定期間飼養後、温度と飼
養成績との関係式を得る。増体日量が 23℃時のそれに対して

5%、15%、30%低下する時の気温はそれぞれ 24.5℃、27.3℃、
30.4℃と推定し、気候メッシュ値を色分け。出典：高田ら、
2008 より抜粋。 
 
 
ては、現在と比べて 2020 年、2040 年、2060 年

と年代の経過とともに産肉量への影響が大きく

なり、特に西日本において、産肉量が比較的大幅

に低下する地域が拡大する。また、現在は産肉量

の低下する気温ではない東北地方においても、年

代の経過とともに産肉量の低下する地域になる

可能性がある（図 3.2.34）。 
肥育豚は、家禽と比較して生産性が低下し始め

る環境温度は低く、鶏よりも暑熱に弱いと考えら

れる59)。予測の結果、現在と比べて 2030 年、2060 
年と年代の経過とともに増体日量(日あたりの体

重増加量)の低下する地域が広がり、また低下す

る程度もより厳しくなる。増体日量の低下は、現

時点の 8 月に西日本の沿岸部を中心にみられる

が、2060 年には、北海道の一部及び標高の高い

山間部を除く大半の地域で増体日量の低下が予

測されている（図 3.2.35)。 
 
③水産 

気候変動に伴う海水温上昇は、生物生産や分

布・回遊に影響を及ぼし、沖合域の重要水産資源

の漁場位置の北偏化や沖合化、及び漁獲物の小型

化が予測されている56)。沿岸域でも、海水温の上

昇によって藻場の種組成が変化し、アワビ等の磯

根資源に大きな影響を与えることが懸念されて

いる。一方、スケトウダラ、ズワイガニなど底魚

類については、水深 100m以深の水温上昇は僅か

なため影響は現れないと予測されている37)。 
日本近海のサンマでは、気候変動によって小型

化が進むと予測されている。これは、環境の変動

に伴う栄養塩供給を通して餌生物であるプラン

クトン、及びそれを捕食する魚類がどのように変

動するのかを予測するための数値モデル

（NEMURO.FISH）を用いた結果である。その

計算結果によると、気候変動後のサンマは、回遊

経路上の水温が上昇するため、採餌能力は増加す

るものの、プランクトン密度の低下に伴って採餌

量が減少し、成長率が低下する。一方、サンマの

回遊パターンも気候変動に伴って変化し、餌条件

の良好な海域で産卵することから、サンマのサイ

ズは小さくなるものの、産卵量は増えるため個体

数としては増える可能性が示唆されている(図
3.2.36)。 

 
図 3.2.36  NEMURO を用いたサンマの成長の変
化予測 出典：水産総合研究センター、2009 より抜粋、一

部改変 
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３．２．６ 健康 

 

 人間の健康に対する影響としては、暑熱による

直接的な影響のほか、感染症への影響などが挙げ

られる。 

 

（１）現状 

①熱中症 

熱中症は、暑熱による直接的な影響の一つであ

り、気候変動との相関は強いと考えられている。

図 3.2.37 は、国内における死亡分類の方法が変

更された 1995 年以降の熱中症による年間死亡者

数の推移である。熱中症による死亡者数には増加

傾向があり、特に記録的な猛暑となった 2010 年

には、過去最多の死亡者数となっている。また、

日最高気温が高くなるにつれて熱中症の発生率

は高くなる傾向にあるが、熱中症による死亡者数

は、特に高齢者ほど多くなっている（図 3.2.38） 
 

②感染症 

感染症のリスクは、気温上昇によって全般的に

高まることが示唆されているが、その程度や内容

は、感染症の種類によって異なっている。表 3.2.1
に示したように、気温上昇の影響を最も受ける感

染症として、蚊などの媒介生物を通して感染する

もの（デング熱等）と、水を通して感染するもの

（コレラ等）がある。 
 

 
図 3.2.37 熱中症による年間死亡者数の推移 

■：女性，■：男性。夏季気温（図2.1.4等に使われている17地

点の7, 8月の平年偏差）を重ねた。資料提供：気象研究所 
 

 
図 3.2.38 年齢階級別熱中症死亡者数  

人口動態統計から 1995～2011 年までの累積を求めてグラフ
化した。資料提供：気象研究所 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム 19 ヒートアイランド現象 
 
ヒートアイランド現象は、人工的な構造物の増加や排熱の増大により都市域の気温が周辺地域に比べて高

くなる現象のことであり、地球全体の気温上昇に加えて、都市における気温上昇の大きな要因となっている。

大都市における気温や熱帯夜日数は、中小都市に比べて大きく上昇・増加しており、高温の時間が長く続く

ことで、都市部では熱中症の危険性がより高まるものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市化の影響が小さい地点と大都市の       東京における熱帯夜と真夏日の年間日数 
 年平均気温の長期変化傾向の比較      黒：熱帯夜、水色（含黒）：真夏日 

出典：気象庁、2012a                 資料提供：気象研究所 
 

 

 

 
 
 
 
 

年

日数
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表 3.2.1 さまざまな感染症と感染経路の例 出典：環境省、2007 

 

 

ヒトスジシマカは、デング熱の媒介蚊として知

られている。図 3.2.39 はヒトスジシマカの分布

と年平均気温との関係を示したものである。ヒト

スジシマカの分布は、年平均気温 11℃以上の地

域とほぼ一致しており、1950 年以降、分布域は

東北地方を徐々に北上していく傾向がみられる。

岩手県では、2009 年と 2010 年の調査で、北限

地点が約 30km北上したことが確認され、これは

気温の上昇が影響しているとの報告がある51)。ヒ

トスジシマカの分布拡大は、直ちにデング熱等の

流行に結びつくものではないが、今後デング熱流

行のリスクを有する地域が拡大していくことを

示唆しているといえる。 
また近年、温暖で閉鎖性の高い汽水域に多く分

布するビブリオ・バルニフィカス菌による感染症

が、九州地方で比較的多く報告されている。この

菌は下痢・腹痛や皮膚疾患等を起こすもので、海

水表面温度が 20℃以上になると検出数が増加す

るが、この 20℃の北限線は近年北上する傾向が

みられる。（図 3.2.40） 

 

 

図 3.2.39 ヒトスジシマカの分布(左)と年平均気温との関係（右） 
ヒトスジシマカは年平均気温が 11℃以上の地域に定着し、左図は 1950 年～2010 年の拡大傾向を示している。また右図は 2000
年におけるヒトスジシマカの東北地方における分布と、メッシュ気候図で年平均気温 11℃以上の地域との対応を示す。 
資料提供：国立感染症研究所 小林睦生 
 

 

  

  

 



54 
 

 
図 3.2.40 8月の海面水温 20℃線とビブリオ・

バルニフィカス症の発生地域 出典：環境省、2007 
 元データは古城ら、1999 より 

 

（２）将来 

①感染症 

気温の上昇や降雨量の変化は、将来における感

染症リスクを高める可能性がある。図 3.2.41 は

ヒトスジシマカの将来における分布を予測した

研究例である。気温 11℃以上に相当する赤色と

黄色の地域が分布可能域を示す。2035 年（左図）

には本州の北端まで、2100 年（右図）には北海

道までその分布可能域が拡大すると考えられて

いる。また、ネッタイシマカもデング熱を媒介し

うる媒介蚊であり、現在国内には分布していない

が、平均気温の上昇に伴い、沖縄・奄美地方に加

えて九州から関東地方の太平洋沿岸でも分布す

ることが可能になると予想されている（図

3.2.42）。 
 
②その他の健康影響 

気候変動が、花粉症の原因となるスギ花粉等の

飛散に及ぼす影響も指摘されている。前年の夏に

気温が高いと、翌春の花粉飛散数は多くなる傾向

があり、気温の上昇に伴って、平年並み・小飛散

年であっても総飛散量が増加するとの報告もあ

ることから60)、花粉症の発症者数や重症例が増え

る可能性もある。 

 

図 3.2.41 ヒトスジシマカの分布可能域の予測 
MIROC K-1 モデルによる。赤色と黄色の部分（年平均気温

が約 11℃以上）が分布可能域。左：2035 年、右：2100 年 
出典：環境研究総合推進費（S-8）による調査、小林睦生らの
研究結果 

 

 

図 3.2.42 2100年におけるネッタイシマカの 

分布可能域の予測 
MIROC K-1 モデルによる。2100 年頃に予測される最寒月（1
月）の平均気温の分布図。黒色（15-18.5℃）と赤色（10-15℃）

の部分が分布可能域。黒色の平均気温は、現在の台湾（台北、
台南市）と同等。資料提供：国立感染症研究所 小林睦生 
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３．２．７ 国民生活 

 

 気候変動による影響は、国民一人ひとりの日常

生活にも深く関わりを持っている。災害による家

屋への被害や熱中症等の健康影響のほか、季節感

のずれなど、日本の文化や季節感へ影響する恐れ

もある。 

 

（１）現状 

①季節と文化 

気候変動による身近な自然の変化は、我々の季

節感との乖離を生じさせうる。図 3.2.43 はさく

らの開花日、かえでの紅（黄）葉日の経年変化を

示したものである。図のように年々さくらの開花

時期は早くなり、かえでの紅（黄）葉日は遅くな

っていることが分かる。同様に、ウグイスの初鳴

日が早まるなど、動物の初見や初鳴きなどにも変

化傾向が見られ、こうした季節を感じさせる事象

について、日本の伝統的な暦からのずれが生じつ

つある。 
地域の文化へも、気候変動に関連した影響が波

及している。たとえば諏訪湖の「お神渡り」の記

録では、「明海（結氷せず）」や「お神渡りなし」

の頻度が 1979 年以降増加しており58)、こうした

自然現象に関連した伝統行事等へも影響が現れ

ている。これら季節を感じさせる事象の変化は、

それを資源のひとつとする観光産業に与える影

響も大きい。 

 

（２）将来 

①季節と文化 

気候変動は将来、自然を利用した観光やレジャ

ーにも影響を与えると考えられる。日本の降雪量

及び最深積雪は、北海道と本州の内陸の一部地域

を除いて減少すると予測される（2.2.4 降雪量、

最深積雪を参照）。それに伴い、ほとんどのスキ

ー場で積雪深が大きく減少すると予測されてい

る67)（図 3.2.44）。 
 

 

 
 
 

 

 

図 3.2.43 さくらの開花日の経年変化（上）、 

かえでの紅（黄）葉日の経年変化（下） 

出典：気象庁、2012c 

 

 

図 3.2.44 積雪深の増減率別スキー場数 
気象研究所地域気候モデル（MRI-RCM 20km）、SRES A2
シナリオを利用。1971～2000 年比、左：2031～2050 年、右：

2081～2100 年 出典：中口、2010 
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第４章 将来の気候変動に対する適応策の

現状と課題 
 

 前章までに、気候変動の観測結果と将来予測及

びその影響について解説してきた。その中に述べ

たとおり、我が国でも気候変動の影響はすでに

様々な分野で現れつつある。このため、すでに地

球温暖化の影響への対処（適応）の取組が一部の

分野においては開始されている。（表 4.1.1～4.1.7
参照）また、将来、国民生活に関係する幅広い分

野で一層の影響が予測されている。 
こうしたことから、すでに現れている気候変動

の影響に加え、今後中長期的に避けることができ

ない気候変動の影響に対して、①気候のモニタリ

ング、②将来における気候変動の予測、そして③

予測される気候変動による影響の評価を体系的

に実施して、我が国全体として適応策を実施する

ことが必要である。このため、国は平成 26 年度

末を目途に政府全体の適応計画を策定する予定

である。 
この章では、我が国及び諸外国における適応の

取組、適応策策定に当たっての留意点、技術的課

題及び今後の取組の方向性等について説明する。 
 

４．１ 我が国における適応の取組 

４．１．１ 個別分野での適応の取組 

既に個別の分野において現れつつある温暖化

影響への対処（適応）の取組が開始されている。

具体的には、農林水産分野では、影響のモニタリ

ングと将来予測・評価、高温環境に適応した品

種・系統の開発、高温下での生産安定技術の開発、

集中豪雨等に起因する山地等災害への対応等が

進められてきている。 

また、沿岸防災分野では、海面水位の上昇等に

よる高潮による災害リスク対応の検討が進めら

れ、高潮のモニタリング・予測、防護水準の把握、

災害リスクの評価といった先行的な施策が実施

されているとともに、防潮堤や海岸防災林の整備

が実施されている。 

さらに、水災害対策分野では、既に平成 20 年
6 月に「水災害分野における地球温暖化に伴う気

候変化への適応策の在り方（社会資本整備審議会

答申）」がとりまとめられ、治水安全度の評価な

ど具体的な施策が検討、実施されている。 
 

 

 

４．１．２ モニタリング及び予測 

このほか、適応策検討の基礎資料となる地球温

暖化のモニタリング及び予測に関しては、平成8
年度から毎年「気候変動監視レポート（気象庁）」

が、数年ごとに「地球温暖化予測情報（気象庁、

第7巻まで刊行）21」が、それぞれ公開されてい

るほか、モニタリング、予測や温暖化影響の予測、

評価に関する研究開発も進められ、平成21 年に

「日本の気候変動とその影響（文部科学省、気象

庁、環境省）」により、温暖化と温暖化影響の予

測評価の科学的知見のとりまとめも行われてい

る。 
 

４．１．３ 関係府省における連携 

さらに、適応に関する取組の蓄積を踏まえ、関

係府省庁で連携し、既に現れている可能性が高い

影響に対する短期的適応策の実施、数十年先の影

響予測に基づく個別分野での適応策や統合的適

応策・基盤強化施策といった中長期的適応策の検

討、情報整備の促進、意識向上の推進を、適応策

の共通的な方向性として整理（気候変動適応の方

向性に関する検討会報告書「気候変動適応の方向

性」、平成22年11月）したほか、温暖化影響に

関連する既存の統計・データの収集・分析とその

公開（「気候変動影響統計ポータルサイト」の設

置、平成24年3月）が行われている。 
 

（本節、中央環境審議会地球環境部会報告「2013
年以降の対策施策に関する報告書（地球温暖化対

策の選択肢の原案について）」平成 24 年 6 月」（以

下「中央環境審議会報告」という。）より抜粋。） 
 
以下、分野ごとの現状の取組を表 4.1.1~4.1.7

にまとめた。 
  

                                                      
21平成 25 年 3 月に「地球温暖化予測情報第 8 巻」が公開さ

れた。また、 平成 21 年から気象庁の管区気象台等において

地域の気候変動に関するレポートもまとめられている。 
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表 4.1.1 水環境・水資源分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

「気候変動等によるリスクを踏まえた総合的水資源マ

ネジメント」について（中間とりまとめ） 
平成 20 年 5 月 国土交通省土地・水資源局 

水道ビジョン（平成 20 年改訂） 平成 20 年 7 月 厚生労働省健康局 
総合水資源管理について（中間とりまとめ） 平成 20 年 10 月 国土交通省土地・水資源局 
環境省環境研究総合推進費プロジェクトD-0804温暖化

が大型淡水湖の循環と生態系に及ぼす影響評価に関す

る研究 

平成 20～22 年度 環境省 

下水処理水の再利用のあり方を考える懇談会報告書 新
たな社会的意義を踏まえた再生水利用の促進に向けて 

平成 21 年 4 月 国土交通省都市・地域整備局 

気候変動による水質等への影響解明調査 平成 21 年～ 環境省 
「平成 23 年版日本の水資源」 平成 23 年 8 月 国土交通省 
「気候変動による水資源への影響検討会」の設置 平成 24 年～ 国土交通省 
 

表 4.1.2 水災害・沿岸分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

水災害分野における地球温暖化に伴う気候変化への適

応策のあり方について（答申） 
平成 20 年 6 月 国土交通省 

地球環境の変化に伴う水災害への適応 平成 20 年 6 月 日本学術会議 他 
中小河川における局地的豪雨対策 WG 報告書 平成 21 年 1 月 国土交通省河川局 
内水ハザードマップ作成の手引き（案） 平成 21 年 3 月 国土交通省都市・地域整備局 
地球温暖化に起因する気候変動に対する港湾政策のあ

り方（答申） 
平成 21 年 3 月 国土交通省港湾局 

大規模水害対策に関する専門調査会報告書 平成 22 年 4 月 中央防災会議 
洪水に関する気候変化の適応策検討ガイドライン 平成 22 年 国土交通省 
海岸保全施設の更新等にあわせた地球温暖化適応策検

討マニュアル（案） 
平成 23 年 国土交通省 

提言 気候変動下における水・土砂災害適応策の適応策

の深化に向けて 
平成 23 年 日本学術会議土木工学・建築学

委員会 
森林・林業基本計画 平成 23 年 林野庁 
 

表 4.1.3 自然生態系分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

環境省モニタリングサイト 1000（サンゴ、高山帯など

のモニタリングの実施） 
平成 14 年 3 月～ 環境省自然環境局 

農林水産省地球温暖化対策総合戦略 平成 19 年 6 月 農林水産省 
生物多様性ちば県戦略（気候変動による影響・適応に言

及） 
平成 20 年 3 月 千葉県 

地球温暖化対策研究戦略 平成 20 年 7 月 農林水産省 
環境省地球環境研究総合推進費戦略研究開発プロジェ

クト 気候変動に対する森林帯、高山帯エコトーンの多

様性消失の実態とメカニズムの解明 

平成 21～23 年度 環境省 

農林水産省プロジェクト研究 
気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のための

技術開発 

平成 22 年度～ 農林水産省 

森林・林業基本計画 平成 23 年 林野庁 
生物多様性国家戦略 2012-2020 平成 24 年 9 月 環境省自然環境局 
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表 4.1.4 食料分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

農林水産省地球温暖化対策総合戦略 平成 19 年 6 月 農林水産省 
品目別地球温暖化適応レポート 平成 19 年 6 月 農林水産省 
平成 19 年夏季高温障害対策レポート 平成 20 年 4 月 農林水産省 
地球温暖化対策研究戦略 平成 20 年 7 月 農林水産省 
平成 20 年地球温暖化影響調査レポート 平成 21 年 9 月 農林水産省 
気候変動に対応した循環型食料生産等の確立のための

技術開発 
平成 22 年度～ 農林水産省 

平成 21 年地球温暖化影響調査レポート 平成 22 年 9 月 農林水産省 
平成 22 年度高温適応技術レポート 平成 23 年 2 月 農林水産省 
地球温暖化と農林水産業に関する情報提供サイト（農業

温暖化ネット、地球温暖化と農林水産業） 
－ 農林水産省 

 

表 4.1.5 健康分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

熱中症予防情報サイト － 環境省水・大気環境局 
熱中症患者速報 平成 16 年度～ 国立環境研究所 
熱中症関係府省庁連絡会議 平成 19 年～ 消防庁、文部科学省、厚生労働

省、気象庁、環境省 
熱中症環境保健マニュアル 2009 平成 23 年 5 月 環境省環境保健部 
 

表 4.1.6 国民生活・都市生活分野の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

世界文化遺産の登録推薦に向けた包括的保存管理計画

の策定について（中間報告）概要版（気候変動による文

化財への影響への対策） 

平成 20 年 3 月 文化庁 

世界遺産一覧表への記載推薦に係る富士山包括的保存

管理計画 
平成 24 年 1 月 文化庁、環境省、林野庁、山梨

県・静岡県他、関係市町村 
 

表 4.1.7 府省連携の取組例 

名称 策定等年月 策定者等 

地球温暖化影響への適応策に関する関係府省連絡会議 平成 20 年～ 文部科学省、農林水産省、経済

産業省、国土交通省、気象庁、

環境省 
温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート「日本の

気候変動とその影響」 
平成 21 年 10 月 文部科学省、気象庁、環境省 

「気候変動適応の方向性」 平成 22 年 11 月 気候変動適応の方向性に関す

る検討会 
「気候変動影響統計ポータルサイト」 平成 24 年 3 月 環境省（関係省庁の協力のも

と、国内のデータを対象として

気候変動の影響に関する統計

の整備） 
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４．２ 我が国における適応の取組強化の必要性 

既に温暖化により生じている可能性がある影

響が農業、生態系などの分野に見られているほか、

極端な高温による熱中症の多発や、短時間での強

雨による洪水、土砂災害の被害などと温暖化の関

連性が指摘されている。将来温暖化が進行するこ

とで、このような影響の原因となる極端な現象の

大きさや頻度が増大することが予測される。 
また、カンクン合意22やダーバン合意23におけ

る「産業革命以前と比べ世界の平均気温の上昇を

2℃以内に抑制するために温室効果ガス排出量を

大幅に削減する必要があることを認識する」とい

う国際的な合意の下で 2℃目標が達成されても、

我が国において気温の上昇、降水量の変化、極端

な現象の変化など様々な気候の変化、海洋の酸性

化などの温暖化影響が生ずるおそれがある。 
こうしたことから、既に現れている温暖化影響

に加え、今後中長期的に避けることのできない温

暖化影響に対し、治山治水、水資源、沿岸、農林

水産、健康、都市、自然生態系など広範な分野に

おいて、影響のモニタリング、評価及び影響への

適切な対処（＝適応）を計画的に進めることが必

要となっている。（本節、中央環境審議会報告よ

り抜粋） 
 

４．３ 適応策の概念と枠組み及び課題等 

４．３．１ 適応とは 

適応とは、気候変動の影響に対し自然・人間

システムを調整することにより、被害を防止・軽

減し、あるいはその便益の機会を活用することで

ある。気候変動の影響は既に起こりつつあり、将

来さらに激化が予想されるために、気候変動に対

しては、短期的適応策と中長期的適応策の2 種類

の適応策が必要である。短期的適応策は、既に起

こりつつある影響の防止・軽減のために直ちに取

り組むべき施策であり、中長期的適応策は、予測

される影響の防止・軽減のための施策である。 

 

                                                      
22 カンクン合意：2010 年、メキシコのカンクンで開催され

た国連気候変動枠組条約第 16 回締約国会議（COP16）での

合意。気温上昇を工業化前 2℃以内に抑えるために、2050 年
までの世界規模の大幅排出削減及び早期の頭打ちを共有のビ

ジョンとする前提のもとで一連の合意がなされた。 
23 ダーバン合意：2011 年、南アフリカのダーバンで開催さ

れた国連気候変動枠組条約第 17 回締約国会議（COP17）で

の合意。将来の枠組みへの道筋、京都議定書第二約束期間に

向けた合意、緑の気候基金、及びカンクン合意の実施など一

連の合意がなされた。 

４．３．２ 適応策の枠組み 

適応策は、以下のような基本的コンセプトに基

づいて設計される。（「気候変動適応の方向性」気

候変動適応の方向性に関する検討会、2010 より

抜粋） 
① リスクの回避 

予想される影響の出現に対して予防的な対

策を取るもの。防災施設の強化や危険な地域

の開発の抑制などがこの例。 
② 悪影響の低減 

生じてしまった影響をなるべく少なく抑え

ようとする対策。防災分野では減災対策や復

旧への支援がこれに当たる。 
③ リスクの分散 

発生する影響を多くの住民の間で分散して

負担したり、時間的に分散させることで影響

の集中を抑える対策。損害保険が端的な例。 
④ リスクの受容 

現時点では特段の対策をとらず、または対策

の実施を延期することで様子を見つつ、悪影

響の可能性を受容するもの。 
⑤ 機会の活用 

気候変動のもたらす影響の中には、分野・地

域により新たなビジネスチャンス等の好影

響をもたらすものもあり得る。そのような機

会を積極的に活用する。 
 

４．３．３ 適応策の課題と留意すべき事項 

適応策は予防的に影響に対処しようとする点

に特色があり、気候予測・影響予測・将来の社会

動向といった将来予測に基づいて検討されるた

め、これらの予測の不確実性の取り扱いが課題と

なる（①参照）。 
適応策の計画・実施のためには、その基礎とな

る情報整備が必要とされる。また、気候変動の悪

影響をできるだけ少なく抑えるためには、緩和策

と適応策の総合的推進が必要である（②参照）。

さらに、こうした施策の推進のためには、地方公

共団体を含めた行政部局、国民各層の適応策に関

する認識の向上を図ることがすべての基盤とし

て必要である（⑤参照）。 
以下、これら適応策の課題及び留意すべき事項

について説明する。 
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コラム 20 現時点の科学的知見を踏まえた適応策の方向性と取組のステップ 

  

現時点の科学的知見を踏まえた適応策の方向性 

・短期的適応策 

既に生じている短期的影響を応急的に防止・軽減。 

・中長期的適応策 

中長期的な影響のリスクを評価し、脆弱性の低減、対応力の強化等により、適応能力を向上。 

・個別分野での適応策 

予測される特定の影響への適応を意図して実施。リスクの低減効果とコスト等の総合判断が必要。

（例：海面上昇・高潮対策としての堤防の新規整備・既存施設の機能向上等） 

・統合的適応策・基盤強化施策 

各個別分野の施策を一体的に扱い取組を合理化。また、地域や分野が持つべき技術等の基盤強化。 

・情報整備（適応策推進の条件整備） 

適応策の検討・実施の基礎となる情報を収集・蓄積・管理・利活用する体制整備、手法構築。 

・意識向上（適応策推進の条件整備） 

適応策の必要性に関する理解・意識を向上。自治体等での担当組織の明確化と主体間の連携も必要。 

・研究・技術開発 

モニタリング・予測技術の開発、短期、中長期的に地域社会全体の対応力を高める適応技術の開発。 

 

具体的な取組のステップ 

地方公共団体などがはじめて適応策に取り組もうとする場合に、まず以下のような初動ステップを実施

し、本格的取組へと発展させることが考えられる。 

 

 

ステップ１：適応策について知識と認識を共有し、既存施策を点検

ステップ２：気候変動影響のリスクを評価

ステップ３：コミュニケーションを図り、適応に関する計画と施策を決定

ステップ４：合理的な取組から着手

ステップ５：モニタリングの充実、新たな知見の活用により
リスク評価と適応策を総合化

本格的ステップへ
取組をさらに発展

 
 気候変動適応の方向性に関する検討会、2010 より抜粋 



             
                    

61 
 

① 不確実性のある予測の適応策への利用 

気候変動予測および影響予測における不確実

性は完全に避けることはできない。また長期的見

通しについては影響の程度や対策の効果を実感

しにくい。不確実性のある予測情報の適応策への

利用にあたっては、柔軟で順応的な対応が必要で

あり、そのためには定期的に繰り返し影響評価を

行い、適応策を検討することが求められる。 

 

② 適応策と緩和策との関係 

 IPCC AR4第 2作業部会報告書（IPCC、2007a）
は、「最も厳しい緩和努力をもってしても、今後

数十年の気候変動の更なる影響を回避すること

ができないため、適応は特に至近の影響への対応

において不可欠」であり、また、「緩和されない

気候変動は、長期的には、自然システム、人為シ

ステム及び人間システムの適応能力を超える可

能性が高い」と述べている。このため、同統合報

告書は「適応策と緩和策のどちらも、その一方だ

けでは全ての気候変動の影響を防ぐことはでき

ないが、両者は互いに補完しあい、気候変動のリ

スクを大きく低減することが可能である」と述べ

ている。（「はじめに」中の 図１参照）。 

 

③ 適応策における脆弱性24評価の重要性 

適応策が最終的に目指すものは、気候変動に対

する対症療法ではなく、長期的視点と短期的視点

の双方から、気候変動の影響を受け得る様々なシ

ステムの脆弱性を低減し、気候変動に対して「柔

軟な対応力のあるシステム」を構築することであ

る。脆弱性は、システムの「感受性（影響の受け

やすさ）」と「適応能力」によって評価される。

たとえば、感受性の観点でみると、同じ熱波であ

っても高齢者はより影響を受けやすく脆弱性が

高いし、また、地盤が弱い場所ほど大雨に対する

脆弱性が高いと言える。 

脆弱性は地域の自然環境、社会環境、適応能力

によって大きく異なってくることから、影響評価

に加えて脆弱性の評価が適切になされることで、

効果的な適応策の実施が可能となる。 

 

④ 適応策の限界   

 IPCC AR4（IPCC、2007a）は、適応策には限

界や障壁が存在する可能性が高いとしている。た

とえば、適応策が必ずしも気候変動の影響を小さ 

                                                      
24脚注 15 を参照のこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.3.1 極端な気象・気候現象及び災害リスク

についての概念図   
災害リスクは、極端な気象・気候現象のみによってもたらさ
れるのではなく、それらに対する人間社会や自然の曝露と脆
弱性によって左右される。人間活動は温室効果ガスの排出等

により気候に影響を与え、気候は災害リスクにつながる気
象・気候現象や曝露、脆弱性に影響を与える。 
 開発によって、曝露や脆弱性及び災害リスクの傾向は変化

する。一方で開発も災害の影響を受けるが、災害リスク管理
と気候変動への適応策を組み込むことによって、曝露と脆弱
性を低減して災害リスクを減らし、避けられないリスクに対

する回復力を増すことができる。出典：IPCC、2012 
 
くできるわけではなく、また利用可能な適応策が

すべて実際に講じられるとも限らない。ここで言

う「限界」とは、適応策を効果のないものにする

条件や要因と定義される。ほとんどは克服できな

いものであり、気候変動の進行の速さと規模、主

な脆弱性とも密接に関係している。 
また同報告書は、自然・生態系、技術面、財政

面、情報や認識面、社会・文化面における、適応

策の限界や障壁について具体例を挙げて解説して

いる。たとえば、自然・生態系の例をあげると、

北極グマの狩猟を減らしたとしても、北極海の海

氷消失の進行により北極グマの生存は脅かされる。

キーストーン種25の喪失は、社会―生態系システ

ムを通じて伝播し、結局は人類が依存する生態系

                                                      
25 キーストーン種：生態系において、個体数が少なくとも、

その種が属する生物群集や生態系に及ぼす影響が大きい種を、

キーストーン種という。古代ローマの石橋には、石組を安定

させるために橋のアーチの頂上に小さい楔（くさび）型の石

がはめ込まれていた。この石は「キーストーン」と呼ばれ、

橋全体から見ると小さな部品に過ぎないが、これが外れると

石橋全体が崩壊してしまうことから、重要視される。これに

例えて名付けられた概念のこと。例えば、ラッコは大量のウ

ニを消費するためウニの増殖は抑えられるが、ラッコがいな

くなるとウニ個体群が大きくなり、海藻が過剰に採食され、

荒廃して海底が裸地化する。その結果、海藻を採食している

ウニ以外の生物も生息できなくなる。この場合のラッコがキ

ーストーン種である。キーストーン種は食物連鎖の上位捕食

者であることが多い。 
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サービスに影響を及ぼす可能性がある。財政面の

例では、適応策の実施は多くの財政的障壁に直面

するとしており、国際レベルでは、「耐気候」開発

の総コストが 100 億～400 億米ドル／年に達しう

ることが世界銀行によって示されており125)、投資

額の規模が重大な資金的障害となること、また地

域レベルでは財政的貧困や財源不足が、安価な措

置さえも妨げる要因になることを例示している。 
 

⑤ 地方における取組及び住民参加の推進 

適応の取組が必要となる現場は地域にあるこ

とから、地方公共団体の取組を活性化していく必

要がある。適応策はあらゆる住民にとって無関係

ではなく、協働して取組むべきものであり、その

意味でも住民に最も近い公的機関である自治体

の役割は重要である。 

また住民の参加を促すためにも、気候変動の影

響評価の結果などは住民に公表し、早い段階でリ

スクに関する情報と認識を広く共有化すること

が必要である。 

 

⑥ 技術的課題：予測の不確実性の低減とダウン

スケーリング手法研究の推進 

 適応策は気候変動とその影響に関する既存の

科学的知見と将来予測の不確実性の幅の中で総

合的な判断を行っていく必要があるため、引き続

き将来予測の不確実性の低減に向け、モデルの改

善や効率的なアンサンブル手法の開発等の努力

が必要である。また、地域の適応策の検討に利用

できる将来予測を行うためには、より小さい空間

スケールでより精度の高い予測ができるようモ

デルのダウンスケーリング手法の研究をさらに

進める必要がある。 

 

４．４ 適応に関する今後の我が国の取組について 

中央環境審議会報告書では、我が国において適

応の取組を進めるにあたっての考え方、取組の方

向性について以下のとおりまとめている。 

 
 我が国において適応の取組を進めるに当たっ

て、次の 3 つの考え方を基本とする。  
 リスクマネジメント26としての取組 

我が国において生ずる可能性のある温暖化

影響によって、災害、食料、健康などの面で社

                                                      
26 リスクマネジメント：事象が生じる前にその影響を回

避・低減させるための手法。 

会に様々なリスクが生ずることが予想される

ことから、温暖化影響への適応は、リスクマネ

ジメントという視点でとらえることが必要で

あり、ダーバン合意等で認識された 2℃目標の

下での温暖化影響への適応を基本としつつ、

2℃を超えた場合の温暖化影響に対しても備え

る取組が適切である。 
 総合的、計画的な取組 

政府全体での統一的な温暖化とその影響の

予測・評価の実施、それに基づく長期的な見通

しを持った、費用対効果を分析・検証した総合

的、計画的な取組を進める。 
 地方公共団体と連携した取組 

温暖化の影響は、気候、地形、文化に加え、（地

場）産業などによっても異なるため、適応策の

実施は、地域の取組を巻き込むことが必要不可

欠であり、国レベルの取組だけでなく地方公共

団体レベルの総合的、計画的な取組を促進する。 
 
特に、国レベルの適応の取組として、今後、以

下の取組に着手すべきである。 
① 我が国における温暖化の影響に関する最新

の科学的知見のとりまとめ（本統合レポート、

平成 24 年度末） 
② 政府全体の適応計画策定のための予測・評価

方法の策定（平成 25 年度末目途注） 
専門家による温暖化影響予測評価のための

会議を設置し、その審議を経て、IPCC 第 5 次
評価報告書の最新の知見（気候モデル、社会シ

ナリオ）をできるだけ活用し、我が国の温暖化

とその影響を予測・評価する方法を策定し、予

測・評価を実施（例えば 2020～2030 年、2040 
年～2050 年、2090 年～2100 年を予測・評価）

する。方法の策定に当たっては、適応計画策定

に必要な機能を持った予測・評価方法とするた

め、関係府省と連携、協力する。 
③ 政府全体の適応計画の策定（平成 26 年度末

目途 注） 
②の予測・評価を踏まえ、政府全体で、短期

的（～10 年）、中期的（10～30 年）、長期的（30
～100 年）に適応策を重点的に講ずべき分野・

課題を抽出し、②の予測・評価方法に基づく予

測・評価により、抽出された分野・課題別の適

                                                      
注 IPCC 第 5 次評価報告書の最新の知見の利用可能な時期、

スーパーコンピューターによる計算時間の確保などから、②

及び③は後年度にずれ込む可能性がある。 



             
                    

63 
 

応策を関係府省において立案し、政府全体の総

合的、計画的な取組としてとりまとめる。 
④ 定期的な見直し 
最新の科学的知見、温暖化影響の状況、対策の

進捗等を踏まえ、上記①統合レポート、②政府全

体の適応計画策定のための予測・評価手法の策定、

③適応計画について、定期的に見直し、5 年程度

を目途に改定する。 
 
さらに、上記①～③の今後着手する取組と並行

して、関係府省においてすでに現れている温暖化

による気候変動に起因する可能性が高い影響に

対する適応策を引き続き推進する。 
 
また、国レベルの取組に今後着手するに当たっ

て、以下の視点を重視する必要がある。 
 

 既存の施策・事業への組み込み 
既存の施策・事業には、温暖化影響への適応

につながるものが多い。このため、効果的な適

応策を進めるためには、温暖化影響への適応と

いう視点を既存の施策・事業に取り込んでいく

ことが重要である。 
 並行した地域の取組の促進 

温暖化の影響が現れ、適応の取組が必要とな

る現場は地域にあることから、地方公共団体の

取組を活性化していく必要がある。このため、

国レベルの取組と並行して、地域における自主

的・先行的な取組の支援、温暖化やその影響の

予測情報を地域で活用できるようにすること

等を通じ、地方公共団体における取組を積極的

に支援することが重要である。 

 法定化の検討 

国全体での適応の取組を進めるためには、諸
外国の例にならい、適応計画の策定等の適応に
関する取組を法定化することを今後検討すべき
である。 
 

さらに、温暖化の影響は、気温上昇の大きさだ

けでなく、その変化の速さや、気温上昇以外の降

水量等の要因によってももたらされ得ることや、

我が国においてももはや避けられない影響が生じ

得ること、温室効果ガスの排出削減が進まなけれ

ばこうした影響が拡大し得ること等を、国民や事

業者に的確に情報提供していくことが重要である。 

 

４．５ 諸外国における適応の取組 

英、米、ドイツ、オランダ 等の先進国や中国・
韓国では、温暖化とその影響予測による気候変動

のリスク評価、適応計画の策定が行われ、リスク
管理という観点からの国家レベルの適応策の取
組が始められている。 

 
（英国） 
英国では、気候変動法（2008 年成立・施行）

により、政府は英国全体の気候変動リスク評価

（CCRA：Climate Change Risk Assessment）
を 5 年おきに実施し、CCRAに基づき国家適応

計画（NAP：National Adaptation Plan）を策定

することとされている97)。 
2012 年 1 月に最初の CCRA が議会に提出さ

れており、今後、2013 年に最初の NAP が策定・
公表される予定である。 

 
（米国） 
米国では、1990 年地球変動研究 107 法に基づ

き米国地球変動研究プログラム（USGCRP：

United State Global Change Research 
Program）は、4 年おきに気候変動の合衆国にお

ける影響を評価（ NCA： National Climate 
Assessment）することとされている128)。最近で

は、第 2 回NCA が 2009 年に策定、次回NCA の
策定は 2013 年に予定され、NCA に基づき連邦

政府の各機関、相当数の州や地方公共団体におい

て適応計画が策定されている。 
さらに、米国では、2009 年、連邦政府の 20 機

関の高級幹部からなる省庁間気候変動タスクフ
ォースが発足し、2010 年 10 月にこのタスクフ
ォースが、国家適応戦略の根拠となる推奨アクシ
ョンをオバマ大統領に提出し、適応策に関する横
断的な取組も始められている96)。 

 
（中国） 
中国では、第 12 次 5 カ年計画（2011~2015

年）において、適応能力向上が温暖化政策の重点
活動として定められた117)ほか、2011 年末に第二
次気候変動国家アセスメント報告書がとりまと
められている118)。 

 
（韓国） 
韓国では、2010 年に気候変動評価報告書がと

りまとめられた121)ほか、低炭素・グリーン成長

枠組み法（2010 年 4 月）に基づき 2010 年に国

家適応マスタープランが策定されている122)。こ

のマスタープランに基づき、政府の各省及び地方

政府が適応の実施計画を策定することとされ、地

方政府の取組支援のため、2011 年から国により

脆弱な地域・セクターの評価が行われている123)。 
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大きな影響 （良い方向）

中程度の影響（良い方向）

小さな影響（良い方向）

小さな影響（悪い方向）

中程度の影響（悪い方向）

大きな影響（悪い方向）

確信度が高い

確信度が中程度

確信度が低い

不確実性が大きい

 

 

コラム 21 イギリスの適応政策の概要 

 

◆2008年 11月 気候変動法成立(Climate Change Act)・施行 

これにより政府は、英国全体の気候変動リスク評価（Climate Change Risk Assessment , CCRA）を 5
年おきに実施し、CCRA に基づき国家適応計画（National Adaptation Programme, NAP）を 5 年おき

に策定することとなった。2013 年に最初の NAP が策定・公表される予定である。 
 

◆2009年 6月 英国気候予測（The UK Climate Projections 2009 (UKCP09)）公表 

 気候リスク評価と適応策の検討を支援するために、ハドレーセンターほかが開発した全球気候モデルに

よるアンサンブル予測をダウンスケーリングし、時間的空間的により詳細な情報を提供している。また、

不確実性も定量化されている。 
 

◆2012年 1月 気候変動リスク評価（CCRA：Climate Change Risk Assessment）公表 

・定期的な（5年ごと）リスク評価（CCRA） 

英国において起こりうる 700 以上の気候変動の影響の根拠がレビューされた。また、11 の主要分野に

わたる 100 以上の影響について、その可能性や予測される影響のスケール、それに対処するための行

動の緊急性に基づいて詳細な解析が行われた。以下の「The CCRA UK Government Report」ほか 5
つの資料が提供されている。 

・The CCRA UK Government Report 

2100 年までの気候変動を低位・中位・高位の排出シナリオで予測し、農業・森林、健康・生活、建築

物・インフラ、自然環境、ビジネスの 5 分野で気候リスクを評価している。社会的及び環境的耐性を備

えた経済成長を目指す上で、気候リスクを最小限にするため、リスクに対する深い理解と短・中・長期

的計画立案に役立てるよう、分野別の主要なリスクと機会、今後の取組みのステップ、経済分析等を総

合的・体系的に整理した。予測される影響事象について、2020 年代・ 
2050 年代・2080 年代ごとに、重要度別及び確信度の高さ別に視覚的に 
わかりやすく図式化している。  

・適応小委員会 

 政府の気候変動政策に独立的に助言を行う気候変動 
委員会に設置した。CCRA に助言をし、適応策の 
進捗のモニタリングを行う。 

 

分野ごとの影響予測を示した図（健康・生活の例） 
出典：United Kingdom, 2012 
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コラム 22 自治体における適応への取組 

 

 適応策はあらゆる市民にとって無関係ではなく、協働して取組むべきものであり、その意味でも市民

に最も近い公的機関である自治体の役割は重要である。ここでは、市民の適応策に対する理解や受容性に

ついての調査による知見と、適応策について先進的な 2 つの自治体の取組について紹介する。 
 
【市民の適応策への態度形成】 
 馬場ら（2011）が、神奈川、埼玉、山梨、石川の各県において一般市民を対象に行った調査によれば、

市民の適応策への認識・態度形成には以下の特徴がある。 
 ・7 割強の人が気候変動に対して何等かの危機感を持っており、その影響として風水害を中心に実感を

持っている。 
 ・適応策の重要性の認識は緩和策に比べて低いが、防災分野の適応策は個人的対策行動の備えや協力が

得られる可能性が高い。これは自身の生命、財産を守るという根源的な便益に直結するためと考えら

れる。 
 ・適応策に対する態度の規定要因としては、性別・被災経験・居住意向等に加え、政策のベネフィット

（便益）認知と手続き的公正感が特に重要である。 
 
【埼玉県の取組】 
 「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション 2050（埼玉県地球温暖化対策実行計画）」に適応策を位置づけ、

庁内各担当部局を巻き込み、中長期的視点で適応策を検討、取組を推進。 

・県の地球温暖化対策に適応策を位置づけ 
「埼玉県地球温暖化対策推進条例」に温暖化対策の一部として適応策を位置づけ、庁内推進体制を整

備。「ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション 2050（埼玉県地球温暖化対策実行計画）」に適応策を盛

り込む。適応策の方向性を検討し、埼玉県版適応策ガイドラインを策定予定。 
・個別の取組（例：気候温暖化対応農業プロジェクト） 
 温暖化の進行により、作物の生育障害、品質低下、病害虫の多発が確認され、育苗ハウスの散水に

よる冷却など様々な対応策がとられている。 
一方、マンゴー栽培の試みなど新たな作物栽培の可能性も探っている。  

出典：埼玉県環境部温暖化対策課，2012 
【長野県】 
長野県では適応策におけるモニタリングの重要性を認識し、市民参加型の取組を推進。 

・県の地球温暖化対策に適応策を位置づけ 
 「地球温暖化防止県民計画」、「地球温暖化対策条例」に適応策を位置づけた。  
・適応策検討体制 
 地球温暖化対策戦略検討会適応策部門 タスクフォース 
 長野県環境保全研究所、長野県温暖化対策課       
・「信州クールアース推進調査研究事業」 
１．長野県における温暖化の実態把握、予測 
２．温暖化影響予測・脆弱性評価 

 ３．市民参加型温暖化影響モニタリング手法の開発 
   情報共有プラットフォーム「信州・温暖化ウォッチャーズ」 
 ４．長野県における適応策立案手法の開発 
 
 

出典：長野県環境保全研究所，2013 
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コラム 23 自治体の取組の支援  

 

【他の自治体と適応策についての情報交換・情報共有したい】 

◆地域のカーボンレジストリ http://registry-japan.org/ 
イクレイ日本*による地域の地球温暖化対策推進に資するデータの報告・共有制度 
・緩和策・適応策に関する自治体間の情報共有と交換 

  温暖化対策データベースでは、自治体から提供された地球温暖化対策の 
目標・計画・事業内容を自治体名・人口・年度・事業種別などから検索。 
各自治体の「取組報告」の閲覧が可能。 

  ・アドバイザリ委員会からの協力・助言 
   自治体の気候政策に関わる専門家から成るアドバイザリ委員会が調査結果を 

分析し、プロジェクト報告書を発行。 
  ・公開セミナー 
   調査結果・分析、ベストプラクティスの発表。 
*イクレイ；International Council for Local Environmental Initiatives（国際環境自治体協議会）は、

持続可能な開発を公約した自治体で構成された国際連合組織で、2012年 9月現在、世界 83カ国から 1,000
を超える自治体が参加している。日本には 1993 年に事務所が設置された。 
 

【将来、地域にどんな温暖化影響が出てくるのか知りたい】 

◆温暖化影響総合評価システム（簡易推計ツール）“AIM/Adaptation [Policy]” 

日本全国および各都道府県を対象に様々な条件下における温暖化影響評価結果を表示するシステム。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   出典：肱岡靖明，2012 

【適応策への取組を始めたい】 

◆気候変動適応社会をめざす地域フォーラム（地域適応フォーラム）

http://www.adapt-forum.jp/index.html 

・地域適応フォーラムとは 

 温暖化影響・適応策に関する研究、あるいは温暖影響・適応策に関する計画立 

案や進行管理等について、専門的なノウハウの共有、既存研究や地域施策の事例 

共有、人材交流・研修等を行う場。 

・地域適応策研究データベース 

 地方研究機関を対象としたアンケート結果に基づいた環境、農林水産、工業、 

土木等における温暖化影響・適応策に関する研究情報を検索・閲覧できる。 

・適応策ガイドライン－地域適応策立案の支援ツール 

 長野県等でのモデルスタディをもとに、地域レベルの適応策の検討の進め方 

と立案の手順等をとりまとめた適応策の手引書。 
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 コラム 24 行政・企業等の多主体が連携した適応への取組  

 

分科会形式で議論を重ね被害を最小化す

るための計画を策定 

濃尾平野のゼロメートル地帯においては平成 18 年から国、自治体、企業が連携し「東海ネーデ

ルランド高潮・洪水地域協議会」（ネーデルランドとは低地地方を表す言葉）を設置し、計画規模

や現況施設の整備水準を超える規模の高潮・洪水が発生し、大規模浸水が生じた場合の被害を最小

化するための危機管理行動計画を関係機関が共同して策定している。 

佐賀平野においては国、自治体、企業が連携して平成 19 年に「佐賀平野大規模浸水危機管理計画」

を作成し、情報収集・伝達手法や緊急輸送路ネットワークの拡充に向けた取組みを実施している。

また、地域住民による防災マップを作成し、自主防災意識の向上を図っている。さらに、平成 24 年

度からは産業・経済被害の最小化のための適応策の実装検討を始めている。 

地域高規格道路と河川堤防の接続による

広域応援・緊急輸送ネットワークの構築 

地域住民が避難場所のシールを貼り 

作成した防災マップ 

高潮と洪水による大規模浸水が生じた場合 

の被害想定 
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おわりに 

 
現在、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

は、第 5 次評価報告書のとりまとめ作業を進めて

おり、2013 年 9 月からおおよそ 1 年をかけて順

次、第 1 作業部会報告書（自然科学的根拠）、第

2 作業部会報告書（影響・適応・脆弱性）、第 3
作業部会報告書（気候変動の緩和）及び統合報告

書が公開される予定である。これまで、IPCC 評

価報告書は、世界各国の政策決定者に対して最も

信頼できる科学的知見をとりまとめて提供し、気

候変動枠組条約の活動を支えてきた。第 5 次評価

報告書では、第 4 次評価報告書でその重要性が言

及された気候変動への適応に関する章が拡大さ

れる見込みである。 
 
日本においても、平均気温は 1898 年以降 100

年あたり 1.15℃の割合で上昇するなどしており、

こうした気候変動に伴って、水資源・水環境、水

災害・沿岸、自然生態系、食料、健康等の様々な

分野においてその影響が顕在化しつつある。気候

変動問題に対応するため、これまでも関係府省は、

気候変動に関わる観測の継続と拡充、気候変動予

測や気候変動の影響評価の高度化など、様々な取

り組みを進めてきた。 
 
今後、さらなる温暖化が進行するとともに、極

端な気象・気候現象の頻度が増加することが予測

されている。中長期的に避けることのできない気

候変動の影響に対しては、温室効果ガス等を削減

する「緩和策」とともに、気候変動に対して人や

社会、経済のシステムを再構築することで影響を

軽減する「適応策」が重要となってくる。国にお

いては、効果的かつ効率的に適応策を講じるため、

平成 24 年度より、関係府省の連携のもと、政府

全体の総合的、計画的な「適応計画」の策定に向

けた取組に着手した。その第一歩として、本レポ

ートでは国内の気候変動の観測・予測・影響に関

する現時点での科学的知見をとりまとめた。しか

し、気候変動問題への対応を的確に進めていくに

は、今後さらに広範囲でより正確な科学的知見が

必要となる。今後とも品質の高い観測の継続した

実施や拡充、予測の精緻化やその不確実性の低減

等への取り組みを進め、気候変動に関する新たな

情報・知見を提供していくとともに、説明・解説

の努力を積み重ねていくことが重要である。 

謝辞 

 
本レポート作成にあたっては、住明正 国立環境

研究所理事を委員長とする「温暖化の観測・予測

及び影響評価統合レポート」専門家委員会の他、

レポートの査読、掲載データの提供等において、

国立環境研究所地球環境研究センター谷本浩志

地球大気化学研究室長、同社会環境システム研究

センター 統合評価モデリング研究室 高橋潔主

任研究員、同社会環境システム研究センター 持
続可能社会システム研究室 肱岡靖明主任研究員、

東京大学大気海洋研究所 植松光夫国際連携研究

センター長、海洋研究開発機構 地球環境変動領

域 地球温暖化予測研究プログラム 時岡達志気

候モデリング研究チームリーダー、農業環境技術

研究所 大気環境研究領域 飯泉仁之直研究員、水
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付録 気候変動の観測・予測・影響評価に関

する研究調査 
 

 気候変動に対する適応策をより有効なものに

するためには、気候変動に関する観測を継続的に

実施するとともに、将来の予測と影響の評価を精

緻化させていく必要がある。以下では、観測・予

測・影響評価の各分野（付録図 1 の(2)～(4)）に

おける現在の取組と将来の展望について紹介す

る。 
 

 
付録図 1 気候変動問題の全体像と関連する我が

国の主な取組  
例示したプロジェクトの名称は略称 

出典：Hiramatsu et al., 2008 をもとに三村信男作成 
 
１．観測分野での取組 
気候変動の実態を正しく把握し、気候システム

における外部強制力と内部の要因（表 1.1.1）の

動向を理解するためには、世界各地で長期間にわ

たる定常的な観測（モニタリング）を継続的に実

施して均質なデータを蓄積するとともに、メカニ

ズムの解明を目的とした集中的な観測や新たな

観測技術の開発などが必要である。 
我が国は、気象庁を中心に、19 世紀末から気象

及び海洋の観測を継続しそのデータを蓄積するこ

とで、気候変動の実態解明に貢献している。また、

世界各地における観測データも気候変動の監視の

ためにデータベースとして整備している。 
このような 100 年以上の長期にわたる定常観測

の成果は、第 2 章で示したように、気温、降水量、

海面水温、海面水位における気候変動のシグナル

を見いだすために不可欠の基盤データとして活用

されている。気候変動により生じる気温や降水量

などの長期的な変化は、日々や年々の変動と比較

すると小さいため、このようなシグナルを的確に

検出するためには、引き続き精度の高い観測を継

続するとともに、観測所の情報などのメタデータ

も整備していく必要がある。気候変動の監視とし

ては、陸上の定点観測や船舶による観測に加えて、

近年は衛星による海氷分布などの観測、アルゴフ

ロートによる水温・塩分観測（コラム 25）など新

たな観測による成果も出てきている。 
気候変動の要因である二酸化炭素やメタンな

ど温室効果ガス濃度に関しては、世界気象機関/
全球大気監視（WMO/GAW）計画のもと、継続

的な観測が行われている。世界各地で観測された

温室効果ガスのデータは、気象庁が運営している

WMO温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）

に蓄積され、利用者に提供されている（コラム

26）。また、民間航空機による温室効果ガス濃度

観測（CONTRAIL27プロジェクト（コラム 27））
により、広域で高度別の二酸化炭素濃度等の観測

データが得られているほか、気象庁でも平成 23
年から北西太平洋上において航空機による上空

の温室効果ガス濃度観測を開始した。さらに、平

成 21 年に打ち上げられた温室効果ガス観測技術

衛星「いぶき」（GOSAT28）は、地表面や大気か

ら届く赤外線を観測して、二酸化炭素とメタンの

気柱平均濃度の全球分布やその変動、二酸化炭素

の亜大陸スケールでの吸収排出の正味収支の推

定等の成果を上げている（コラム 28）。また、平

成 24 年に打ち上げられた水循環変動観測衛星

「しずく」（GCOM-W29）は、高性能マイクロ波

放射計により、降水量、海面水温、積雪深、土壌

水分量などの高精度の観測を行っており、北極海

の海氷の縮小の状況などを明らかにしている（コ

ラム 29）。 
炭素循環（コラム 2）の把握のためには、二酸化

炭素の大気-海面間での交換量や海洋内部の蓄積量、

地上の植生や海洋生態系が寄与する二酸化炭素の

収支についての観測データが必要である。このため、

海洋観測船等により海洋の二酸化炭素観測が継続

的に行われているほか、国立環境研究所により森林

観測タワーでの二酸化炭素収支観測などが行われ

ている。また、「いぶき」の観測データも炭素循環

のメカニズムの解明に貢献するものと期待される。 

                                                      
27 CONTRAIL: Comprehensive Observation Network for 

Trace gases by Airliner 
28 GOSAT: Greenhouse gases Observing SATellite 
29 GCOM-W: Global Change Observation Mission -W 
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人類が直面している重大な問題である気候変

動には自然や生態系、人間社会などが地球規模で

関連しあっていることから、その解決には国際協

力が必要である。国際協力に基づく大規模な観測

枠組としては、全球地球観測システム(GEOSS30) 
や全球気候観測システム (GCOS31)が挙げられ

る。 
GEOSS は、大気、海洋、陸域、生態系などに

関する現場、衛星、航空機等の複数の観測システ

ムを統合した包括的な地球観測システムと、これ

らの観測データ等を管理するシステムからなる。

GEOSSは国際的に共通な利用ニーズとして 9つ

の公共的利益分野（災害、健康、エネルギー、気

候、水、気象、生態系、農業、生物多様性）を設

定し、政策決定者等の利用ニーズ主導のシステム

として構築された。現在、我が国を含む 80 以上

の国と 60 以上の国際機関が参加している。 
GCOS は、大気・海洋・氷雪・生物圏など気候

系全体にわたる観測システムで、GEOSS の中で

気候に関連する観測を担っている。気候システム

のモニタリング、気候変動の影響評価及び適応策

支援、気候システムのモデリングや予測等に必要

な総合的観測を長期にわたって行っており、我が

国を含む 130 以上の国が参加している。 
 一方、我が国では、総合学術会議が「地球観測

の推進戦略」を平成 16 年にとりまとめ、地球観測

を推進する組織と、関係府省・機関の連携を強化

するための連携拠点の設置を提言した。これを受

けて、地球観測推進組織として、文部科学省 科学

技術・学術審議会 研究計画・評価分科会に「地球

観測推進部会」が設置されるとともに、環境省と

気象庁は温暖化分野の連携拠点として「地球観測

連携拠点（温暖化分野）」を設立した。地球温暖化

の解明や信頼性の高い地球温暖化予測情報の提供

を目指して、観測施設の共同利用や観測データの

利用を促進する活動を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 

                                                      
30 GEOSS: Global Earth Observation System of Systems 
31 GCOS: Global Climate Observing System 

コラム 25 アルゴ（Argo）計画 

アルゴ（Argo）計画は、世界気象機関（WMO）や

ユネスコ政府間海洋学委員会（IOC）等の国際協力の

もとで、全世界の海洋に約 3,000 台の自動昇降式フロ

ート（アルゴフロート）を展開し、全世界の海洋の状

況をリアルタイムで監視するもので、日本では文部科

学省（海洋研究開発機構（JAMSTEC））、気象庁、水

産総合研究センター、大学等が連携して推進している。

アルゴフロートは全長約 1～2ｍ、重さ約 30kg で、通

常は深さ 1,000ｍを漂流し、およそ 10 日ごとに深さ

2,000m まで降下した後、一度海面まで浮上して、浮

上中に水温・塩分を観測し衛星を通じてデータを送信

する。1 回の投入で約 4 年間稼動し、約 150 回の観測

が可能である。データは取得後速やかに国際的に交換

されて海水温予測やエルニーニョ現象の監視・予測な

どの気象・海洋業務に利用されるほか、インターネッ

トを通じて公開され、様々な研究に用いられている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

アルゴフロートの動作サイクル概念 

出典：アルゴ計画・日本公式サイト,2013a 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

稼働中のアルゴフロートの分布 
平成 25年 3月 13日の例。 

稼働している 3,566 のうち 231 が日本のフロート（赤）。 
出典：アルゴ計画・日本公式サイト,2013b 
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コラム 26 温室効果ガス世界資料センター（WDCGG） 

温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）は、世界気象機関（WMO）の全球大気監視（GAW）計画の下に

平成 2 年に設立された、温室効果ガス観測に関する唯一の国際的データセンターであり、気象庁が運営している。 
WMO/GAW の観測網（左下図）は、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）を支援する全球気候観測システム（GCOS）

の温室効果ガス（二酸化炭素とメタン）観測網と位置づけられている。WDCGG は、科学的な研究や評価、また

地球温暖化などの環境問題へ対応するための政策を支援し、それによって社会の環境リスクの軽減に貢献するこ

とを目的に、GAW の観測網をはじめとして世界中の大気や海洋上で観測された温室効果ガス等のデータの収集や

その品質管理、インターネットや印刷刊行物を通じたデータ・情報の提供などの各種サービスを提供するととも

に、データを解析して独自の情報（右下図）を作成し、世界の政策決定者等に配布している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
WMO/GAW温室効果ガス世界監視ネットワークの 
二酸化炭素観測地点 

 出典：温室効果ガス世界資料センター, 2013      

                          WDCGGが提供する各種の情報 提供：気象庁  

 

 
コラム 27 民間航空機による二酸化炭素の観測 

世界初の民間航空機による離陸から着陸までの二酸化炭素濃度の連続観測が、日本航空（JAL）、（財）日航財

団、国立環境研究所、気象庁気象研究所、（株）ジャムコが参加する共同研究プロジェクト（CONTRAIL）によ

り、JAL の路線網を活用して平成 17 年から行われている。平成 23 年 10 月までに延べ約 6,000 フライト、世界

55 空港 11,500 件以上の観測データが取得された。これらの観測データは「CONTRAIL データ」として世界中で

活用され、現在の地球温暖化をはじめとする気候変動メカニズムの基礎となる、地球上の炭素循環を解明する研

究に活かされている。 
 
 
 
 
 
 
 
                            飛行ルートと鉛直分布観測回数 

 

 

 航空機に搭載の、CO2濃度連続測定装置（下左） 

 及び自動大気サンプリング装置（下右） 

  出典：CONTRAIL, 2013 
(機体の写真は国立環境研究所提供) 

                                  成田空港上空のCO2濃度観測結果 
出典：環境省、地球環境保全試験研究費、2010 
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コラム 28 GOSAT（温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」） 

GOSAT（Greenhouse gases Observing SATellite）は、主要な温室効果ガスである二酸化炭素とメタンの気柱

平均濃度の観測を主目的とした世界初の人工衛星である。平成 21 年 1 月 23 日に打ち上げられ、平成 25 年 3 月

現在も順調に観測を行っている。GOSAT の観測データの解析から、二酸化炭素とメタンの全球にわたる気柱平均

濃度分布や、亜大陸スケールの領域ごとの二酸化炭素の吸収・排出の正味収支について、地理的分布、季節変動

や年変動を知ることができる。また、解析結果は、将来の気候変化予測の高度化や緩和策策定などの温暖化対策

に係る基礎情報として活用される。GOSAT プロジェクトは、環境省、国立環境研究所（NIES）、宇宙航空研究開

発機構（JAXA）が共同で推進している。また、更なる精度向上に向けて、後継機 GOSAT-2 も計画されている。

GOSAT の概要と最新の観測成果の一例を下図に示す。 

                        
温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）    二酸化炭素(CO2)気柱平均濃度マップ 

TANSO-FTS により二酸化炭素、メタンを観測              （平成 24 年 9月） 
TANSO-CAI により誤差要因となる雲・エアロソルを観測    注：「気柱」とは、地面から大気上端までの大気を「柱」と                             

出典：宇宙航空研究開発機構，2013a              みなしたもの。 出典：国立環境研究所，2013                              
 
 

 

コラム 29 GCOM-W（水循環変動観測衛星「しずく」） 

水循環変動観測衛星「しずく」（GCOM-W）は、平成 24 年 7 月 3 日から宇宙航空研究開発機構（JAXA）の運

用のもと、地球の観測を行っている。「しずく」は、搭載されている高性能マイクロ波放射計 2（AMSR2）によっ

て、地表や海面、大気などから放射される微弱なマイクロ波を地表から 700km の宇宙で受信し、その強さを測定

することで、降水量、海面水温、積算水蒸気量、積算雲水量、海上風速、海氷密接度、積雪深、土壌水分量の高

精度な観測を可能としている。「しずく」が観測した北極海の海氷データを解析した結果、平成 24 年 9 月 16 日に

観測史上最小の海氷面積を記録した事が明らかとなった。

                 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 水循環変動観測衛星「しずく」    (左) 1980年代の 9 月（海氷面積最小期）の平均的な分布 

  出典：宇宙航空研究開発機構，2013b        （米国衛星搭載マイクロ波センサの解析結果） 

                     (右)平成 24年 9月 16日の「しずく」/AMSR2 
                   の観測による解析結果 出典：宇宙航空研究開発機構，2013c 

http://www.satnavi.jaxa.jp/project/gcom_w1/new
http://www.satnavi.jaxa.jp/project/gcom_w1/new
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２．予測分野での取組   

予測分野では、大気や海洋等の状態を数値化し、

物理法則に従ってその将来の状態を予測する「気候

変動予測モデル」の高度化をめざしている。並行し

て、地球シミュレータや「京」をはじめとする高性

能計算機（コラム 30）の開発により、将来の気候

変動シミュレーションをこれまでにない 20km と

いう高い水平解像度で実施することを可能として

きた。このような予測研究では、地球規模の大気（気

温、風、雲、降水、放射等）、海洋（水温、海流等）、

陸域（植生、雪氷、土壌水分等）の変動メカニズム

の理解を深める取組や、予測の不確実性を評価・低

減することが必要である。また、局地的な現象や日

本の複雑な地形効果を十分に再現できる分解能の

精緻な地域気候モデルの開発も進められている。 
世界気候研究計画（WCRP）は、気候の予測可

能性の究明や、人間活動の気候への影響の程度を

評価するために必要な物理的気候システム及び気

候プロセスの科学的理解を発展させることを目的

に設立された。その活動の中でも、IPCC の評価

報告書に向けた研究で用いられている気候モデル

間の相互比較プロジェクト（CMIP）は、将来予

測情報の高度化・提供等を通じて気候変動対策に

大きく貢献している。 
国内においては、地球シミュレータを活用した、

「人・自然・地球共生プロジェクト」（平成 14～
18 年度）、それに続く「21 世紀気候変動予測革

新プログラム（以下「革新プログラム」（平成 19
～23 年度））において、当時の最新の科学的知見

に基づいた温暖化予測実験が行われてきた。革新

プログラムでは、特に、気候モデルの更なる高度

化や不確実性の定量化に焦点をあてた研究が行

われた。さらに、革新プログラムの成果を発展的

に継承し、気候変動下での極端現象による自然災

害等への影響評価について強化した「気候変動リ

スク情報創生プログラム」（平成 24 年度より 5 年

間の予定）が実施されている。 
 

●気候変動リスク情報創生プログラム 
 「気候変動リスク情報創生プログラム」は、気

候変動予測の高度化とともに、気候変動によって

生じる多様なリスクの管理に必要となる基盤的情

報の創出を目指して進められている。具体的には、

地球シミュレータ等の世界最高水準のスーパーコ

ンピュータを活用し、近未来（今後数年～数十年）

で直面する地球環境変動の予測と診断、温室効果

ガス排出シナリオ研究と連携した長期気候変動予 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付録図 2 気候変動リスク情報創生プログラムの

内容と実施体制  作成：文部科学省 

 
測、気候変動の確率的予測技術の開発及び精密な

影響評価技術の開発等を総合的に進めている。 
 
３．影響評価分野での取組 

第 3 章で述べたように、気候変動が原因となっ

ている可能性のある現象は、様々な分野で顕在化

してきている。こうした影響への適応策の検討を

行うための気候変動の影響評価においては、地域

ごとの影響の違いを考慮できる詳細な気候変動

予測や、複数のモデルに基づき、不確実性を確率

的に評価する予測が求められる。 
このような要請を鑑み、影響評価分野では、都

道府県レベルの温暖化影響予測の精緻化、排出シ

ナリオ・適応シナリオに応じた影響の定量化、自

治体レベルで適用可能な脆弱性、影響、適応効果

の評価手法・適応策立案手法の開発、地域の現

状・課題を踏まえた総合政策化手法の確立などに

ついての取組が行われている。 
その一つとして、「地球温暖化に係る政策支援と

普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合

的研究」（環境省環境研究総合推進費、S-5、平成

19～23 年度）においては、複数の気候モデル（マ

ルチ気候モデルやマルチモデルアンサンブル）の

結果を用いた不確実性の評価や日本における詳細

な予測情報を得るためのダウンスケーリングの研

究、社会経済シナリオ（人口、経済活動、土地利

用など）のダウンスケーリングの研究、および気

候変動シナリオに関する研究者と社会各層のコミ

ュニケーションに関する研究が行われた。 

【領域テーマA】
直面する地球環境
変動の予測と診断

・直面する気候変動に関する要因の
特定とメカニズムの解明

・地球環境変動研究を支える統合的
予測システムの開発

【領域テーマB】
安定化目標値設定に
資する気候変動予測

【領域テーマC】
気候変動リスク情報

の基盤技術開発

・気候変動リスクの評価の基盤とな
る確率予測情報の創出

・高度利活用（影響評価研究等）を
支える標準的気候シナリオの整備

【領域テーマD】
課題対応型の精密な影響評価

気候変動研究の推進・連携体制の構築

気候変動にかかわる研究を効果的に推進するための支援の実施

 気候変動リスク情報の関係者間における共通認識の醸成に向けた取り組み
の実施

 気候変動リスクに関する情報の提供・助言の実施に必要となる体制の整備
 本プログラムの実施・アウトリーチ等にかかわる業務の支援

・多彩なシナリオを踏まえた長期的
な地球環境変動の予測

・大規模な気候変動・改変に関する
科学的知見の創出

・自然災害に関する気候変動リスク
情報の創出

・水資源に関する気候変動リスク情
報の創出

・生態系・生物多様性に関する気候
変動リスク情報の創出
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現在、さらなる取組として「温暖化影響評価・

適応政策に関する総合的研究（環境省環境研究総

合推進費、S-8）、平成 22～26 年度」が進められ

ており、次の 3 つのテーマが設定されている。 
 
① 我が国全体への温暖化影響の信頼性の高い

定量評価に関する研究 

より詳細な分野毎の物理的・経済的影響の把

握と適応策実施の効果推定を目的にした高度

な影響・適応策評価モデル（ボトムアップ型モ

デル）と全国的なトップダウン型影響予測モデ

ルを開発し、両者を併用することで全国影響評

価を精緻化する。これにより適応策の実施が将

来の影響リスクをどの程度低減するかを予測

する。 
② 自治体レベルでの影響評価と総合的適応政

策に関する研究 

都道府県・市町村レベルでのモニタリング手

法を開発し温暖化影響を把握する。また、地域

レベルで使いやすい影響予測手法と予測結果

の可視化手法を開発して、地域における適応策

策定の支援を可能にする。 
③ アジア太平洋地域における脆弱性及び適応

策効果指標に関する研究 

国内の研究成果を基に、アジア太平洋地域に

おける適応策実施の優先順位や費用対効果の

分析を行う。そのために、途上国に適応可能な

脆弱性・影響・適応効果評価指標の開発・標準

化を行う。また、より厳しい影響が予想される

途上国における適応策の計画・実施に貢献する。 
 

 また、異なる観点から、「地球規模の気候変動

リスク管理戦略の構築に関する総合的研究（環境

省環境研究総合推進費、S-10）、平成 24～28 年

度」では、地球規模の気候変動対策目標や様々な

対策オプションの総合的な検討の一環として、気

候変動に伴うリスクの包括的なリストアップや、

人類にとって特に重要と考えられるリスクの評

価を行っている。 
さらに、次の研究プログラムやプロジェクトも

進行中である。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
付録図 3 温暖化影響評価・適応政策に関する総

合的研究（S-8）の研究体制のイメージ 

 出典：環境省・環境研究総合推進費 S-8 ホームページ 
 

●気候変動適応研究推進プログラム（RECCA32） 

 気候変動を考慮した適応策の立案には科学的

根拠となる気候変動予測情報が不可欠となるが、

現在の気候変動予測の空間解像度では地域規模

の使用には不十分であるなどの課題がある。 

文部科学省が取り組む本プログラムでは、地球

規模の気候変動予測の成果を都道府県あるいは

市区町村などの地域規模で行われる気候変動適

応策立案に科学的知見として提供するために、先

進的なダウンスケーリング手法の開発、データ同

化技術の開発、気候変動適応シミュレーション技

術の開発を実施する等、12 課題を平成 22 年度よ

り実施している。 
 

●農林水産省気候変動対策プロジェクト 

農林水産省では、農林水産分野における温室効

果ガスの排出量削減、吸収機能の向上、および地

球温暖化の進行に適応した農林水産物の収量・品

                                                      
32 RECCA: Research program on Climate Change 
Adaptation 



              
 
 

75 
 

質等の安定化に向けたプロジェクト研究「気候変

動に対応した循環型食料生産等の確立のための技

術開発（平成 22 年度～）」に取り組んでいる。本

プロジェクトにおいては、気候変動に対応した適

応策、緩和策の開発だけでなく、同時に、環境負

荷を最小化する低投入循環型の農業生産のための

技術開発、ゲノム情報を活用した温暖化適応品種

の開発、および REDD（途上国の森林減少・劣化

に由来する排出削減）の実効ある実施のための熱

帯林における森林バイオマスのモニタリング及び

変動予測技術の開発を目指している。 
 
こうした予測分野や影響評価分野の研究プログ

ラムは、互いの研究成果を活用し、より高度な成

果を得るためにプログラム間の連携も実施してい

る。例えば、S-8 と RECCA の間では、研究協力

や合同シンポジウムの開催などを通じたプロジェ

クト間の連携が行われている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．データインフラ構築の取組 

●地球環境情報統融合プログラム（DIAS－P33） 

  内閣府総合科学技術会議では、「地球観測の推進

戦略」（平成 16 年 12 月 総合科学技術会議）に

おいて、我が国において実施する地球観測事業に

ついて、「関係府省・機関の特徴や強みを活かしな

がら、データ収集から情報提供にいたる段階が適

切に統合された地球観測システムの構築に向けて、

連携・協調する必要がある。」としている。 
これを受けて、文部科学省では、本プログラム

において、地球観測データ、気候変動予測データ、

社会経済データ等の多種多様で大容量のデータ

を統合・解析し気候変動適応策の立案等の科学的

知見として役立つ情報を創出し、国際的・国内的

な利活用の促進を図る情報基盤「データ統合・解

析システム（DIAS）」を整備し、システムの高度

化・拡張と長期的な運用に向けた取組を平成 23
年度より進めている。 

 
 
 
 

 
 

付録図 4  データ統合・解析システム（DIAS） 
写真提供：文部科学省 

                                                      
33 DIAS-P: Data Integration & Analysis System Program 

【コラム 30】気候変動予測研究とスーパーコンピュータ 

平成 14 年に登場した「地球シミュレータ」は、気候変動の解析や将来予測の研究において、数多くの研究

成果の実現に活用され、日本の気候変動予測研究の水準を引き上げてきた。平成 21 年には新システムへ更新

されて実効性能が向上し、今後も予測研究等の地球科学分野における基盤としての活躍が期待されている。 
また、平成 24 年 9 月末から共用開始されたスーパーコンピュータ「京」は、世界に先駆けて演算性能 10

ペタフロップス（１秒間に１京回の浮動小数点演算）を達成し（平成 23 年）、気候変動予測研究分野を含め

た多様な計算科学分野で活用され、研究活動を飛躍的に加速させることが期待されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球シミュレータ（写真提供：海洋研究開発機構）    スーパーコンピュータ「京」（写真提供：理化学研究所） 
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略語集 

略語 英語表記 日本語表記 
AMeDAS Automated Meteorological Data 

Acquisition System 
地域気象観測システム 
（通称：アメダス） 

AMSR2 Advanced Microwave Scanning 
Radiometer 2 

高性能マイクロ波放射計 2 

AOGCM Atmosphere-Ocean General Circulation 
Model 

大気海洋結合モデル 

AP-BON Asia-Pacific Biodiversity Observation 
Network 

アジア太平洋地域生物多様性観測ネ

ットワーク 
AR4 IPCC Fourth Assessment Report: Climate 

Change 2007 
IPCC 第 4 次評価報告書 

Argo （ギリシャ神話に登場する船の名前に由

来） 
アルゴ（計画） 

BON Biodiversity Observation Network 生物多様性観測ネットワーク 
CCRA Climate Change Risk Assessment （英国）気候変動リスク評価 
CERN European Organization for Nuclear 

Research （開設準備理事会 Conseil Européen 
pour la Recherche Nucléaire の頭文字に由来） 

欧州原子核研究機構 

CMIP Coupled Model Intercomparison Project 結合モデル相互比較計画 
CONTRAIL Comprehensive Observation Network for 

TRace gases by AIrLiner 
航空機による大気観測プロジェクト 

DIAS Data Integration and Analysis System データ統合･解析システム 
DIAS-P Data Integration and Analysis System 

program  
地球環境情報統融合プログラム 

ENSO El Niño-Southern Oscillation エルニーニョ・南方振動 
GAW Global Atmosphere Watch （WMO）全球大気監視（計画） 
GCM Global Climate Model 全球気候モデル 
GCOM Global Change Observation Mission  地球環境変動観測ミッション 
GCOS Global Climate Observing System 全球気候観測システム 
GEO BON Group on Earth Observations  

Biodiversity Observation Network 
地球観測政府間会合 生物多様性観

測ネットワーク 
GEOSS Global Earth Observation System of 

Systems 
全球地球観測システム 

GOSAT Greenhouse gases Observing SATellite 温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」 
IOC Intergovernmental Oceanographic 

Commission 
（ユネスコ）政府間海洋学委員会 

IPCC Intergovernmental Panel on Climate 
Change 

気候変動に関する政府間パネル 

JaLTER Japan Long-term Ecological Research 
Network 

日本長期生態学研究ネットワーク 

JAMSTEC Japan Agency for Marine-Earth Science 
and Technology 

独立行政法人 海洋研究開発機構 

JAXA Japan Aerospace eXploration Agency 独立行政法人 宇宙航空研究開発機

構 
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略語 英語表記 日本語表記 
LTER Long Term Ecological Research 長期生態学研究 
MRI-AGCM Meteorological Research Institute 

atmospheric general circulation model 
気象研究所高解像度全球大気モデル 

NAP National Adaptation Plan （英国）国家適応計画 
NASA National Aeronautics and Space 

Administration 
米国航空宇宙局 

NCA National Climate Assessment （全米）気候評価 
NEMURO North Pacific Ecosystem Model for 

Understanding Regional Oceanography 
北太平洋領域海洋生態系モデル 

NEMURO.FISH NEMURO For Including Saury and 
Herring 

NEMURO 小型浮魚類モデル 

NHRCM Non-Hydrostatic Regional Climate Model 非静力学地域気候モデル 
NIES National Institute for Environmental 

Studies 
独立行政法人 国立環境研究所 

NPOGCM North Pacific Ocean General Circulation 
Model 

高解像度北太平洋海洋モデル 
  

NSIDC National Snow and Ice Data Center 米国雪氷データセンター 
PDO Pacific Decadal Oscillation 太平洋十年規模振動 
pH potential of Hydrogen 水素イオン濃度 
RCM Regional Climate Model 地域気候モデル（領域気候モデル） 
RCP Representative Concentration Pathways 代表的濃度経路 
RECCA Research Program on Climate Change 

Adaptation 
気候変動適応研究推進プログラム 

REDD Reducing Emissions from Deforestation 
and Forest Degradation    

森林減少・劣化からの温室効果ガス

排出削減 
SRES Special Report on Emissions Scenarios 排出シナリオに関する特別報告書 
SREX Special Report on Managing the Risks of 

Extreme Events and Disasters to Advance 
Climate Change Adaptation 

気候変動への適応推進に向けた極端

現象及び災害のリスク管理に関する

特別報告書 
UKCP UK Climate Projections 英国気候予測 
UNFCCC United Nations Framework Convention 

on Climate Change 
気候変動に関する国際連合枠組条約 

USGCRP United States Global Change Research 
Program 

米国地球変動研究プログラム 

WCRP World Climate Research Programme 世界気候研究計画 
WDCGG World Data Centre for Greenhouse Gases （WMO）温室効果ガス世界資料セ

ンター 
WGCM Working Group on Coupled Modeling （WCRP）結合モデル開発作業部会 
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関 
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